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経済学研究 50-2
北海道大学 2000.9

ステイトとネイション(5)*
一一近代国民国家と世界経済の政治経済学一一

佐々木隆生

第 i部リヴァイアサンと市民社会

!i 7.国民経済と世界市場

不完全市場としての世界市場の基礎:[議員経済

とその盤史的a控格

ステイトとしての層家は，世界市場の普遍性

の顕現に対しである時は大きな制約を加え，あ

る時はそれを容認してきた。制約のための手段

としても，伝統的な関説のみではなく，輸入割

当制慶やその他の非関税障壁，種々の形態での

為替管理，差別的特恵制度，差別的決済勘定制

度，双務協定など，多様な手段が国擦貿易と国

際資本移動に対してとられてきた。世界市場は，

その意味では，なによりも不完全競争市場であ

りつづ、けてきた。だが，いつでも国際的な経済

的流東に対する国家規制が存在してきたわけで

もなく，また財，サービス，資本の移動につい

ては毘家規制の極めて低い時代が存在した。そ

して，それでもなお世界市場は国内市場とは異
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なる不完全競争市場として理解されてきた。閉

鎖体系から導き出される経済学的諸法則は，そ

れゆえに甚ちに世界市場に適用されることはな

く，一定の修正を経て応用されてきた。では，

何故に，世界市場は不完全競争市場なのであろ

うか。また，何故に国家は世界市場の普遍性の

実現を妨げるのであろうか。

醤際的な経済的所L束に対する障壁の存在をもっ

て市場一般と世界市場なり留際経済関係の相違

を特徴づけるとすれば，同義反復を免れない。

問われているのは，障壁を生み出している原鴎

自体に他ならないからである。現代の国際経済

学にも有効な分析的理論を確立したリカードゥ

は国内市場と外国市場の簡には資本移動を阻害

する自然の障壁が存在すると考えた。外国に投

資する際に投資家が資本を直接に管理しえない

ことや，生自主から資本を引き揚げること，見知

らぬ政府と法に資本を委ねることへの自然の嫌

悪などが資本の国際移動を制約していることを

もって，彼の菌際経済理論モデルを基礎付けた

のである1)。だが，こうした接近方法には大き

な難点が存在する。そもそも， リカードゥがあ

げた資本移動に対する制限は，一般的に雷えば，

経済外的で， しかも情報の発達など時間経過に

よって除去されるような制限でしかあるまい。

さらに，控意しなければならないのは，様々

な経済的流東に対する障害のなかで国境が特に

大きい意味をもっと言い難いことである。財，

1) Ricardo (1951[1817])， pp. 136“137 (邦訳， p 

159)。
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サービス，資本，労働などの移動について言え

ば，実は器内にも多くの障害は存在する。国際

間のプリミティヴな移動障害として輸送費がし

ばしばあげられるが，輸送費にあまりに重きを

置くのは，交通が未発展な時代の， しかも島国

の住人の感覚に依存しすぎているとしか言いよ

うがない。ボルドーはフランクフルトよりもノf

リから遠く，デトロイトからオタワまでの距離

はマイアミまでの半ばにすぎず，沖縄は東京よ

りもはるかに上海に近い。商品はもちろんのこ

と，資本や労働の移動についても盟有の移動コ

ストは器内にも存在する O ある地方に住む人が

家族を伴って首都に移動するコストと外国に移

動するコストのどちらが高いとは一概に言えな

い。非貿易財と呼ばれているものの多くは，生

震と消費が空間的に一致せざるをえない財やサー

どス，たとえば接客や接理などのサービスから

なるが，それらの移動国難なり不可動性は圏内

の地方間をとっても変わることがなL、。生産要

素でも土地は移動しえない。要素斌存の棺違に

原因を求めて国際分業を説明するオーリン

(Ohlin)型の繋易理論モテソレが 1層内にお

ける地方簡の分業形成をも説明しうる性格をも

ちあわせているのは，不思議でもなんでもな

い2)0 1圏内では自然に市場が統合され，世界

市場では自然の障壁によって市場が不完全にし

か統合されえないという認識は，現実から遠く

離れるしかないのである。世界市場の不完全性

の基礎は， Jjljに求められなければならない。

「世界市場は不完全競争市場であるjと言う

とき，それが単に財やサービス，資本や労働な

どの移動一般に障害が存在することだけを意味

しているわけではないことに注意しなければな

らなし、世界市場が不完全競争市場となる深い

2) Ohlin (1952 [1933])は，地域間交易一般について

の理論的分析を00際貿易lこ適用するという形式をとっ
ている。看過されている点だが，オーリンの研究が

思際貿易論を越える射程の中でなされていることに

注意するべきであろう。リカードゥと異なる点であ

る。

基礎は，今日の層際経済学では「経済諸制度・

経済政策等の多くが国民経済を単位として行わ

れることJや「制度や政策のみならず，言語・

習慣・文化等の社会環境が国ごとに異なってい

るJことに求められてきている 3)。この内の

「社会環境jは，制度学派が言う意味での「制

度J，つまり慣習，錠などを含む広い意味での

制度に他ならない。リカードゥの場合とは異なっ

て，制度的概念としての国民経済の存在が今日

では問題とされているのである。ただし，経済

学の中で十分由民経済概念が練られてきたとは

苦いがたいし，通説があるわけでもない。国民

経済とは何かについて，ここで少し踏み込んで

考察してみよう。

これまで述べてきたことからもわかるように，

盟家と市場は，互いに結合して酉有の 1社会を

構成してきた。第lに， i ~ 5. 政治社会とし

ての市民社会の復権Jで触れたように，よしん

ば市場が「自己完結的jであったとしても，関

家は市場社会を必要とし，自己の権力資源を市

場社会に求めてきた。このために，国家は本来

的には普遍的な市場を「霞民化Jしてきた。領

域支配を統治の基本とし，中間団体の権力を酷

いで国民的な市場の統ーを実現し，租税体系を

つくりあげ，盟債を発行し，貨幣高権を主権と

不可分なものとして法定貨幣を定め，中央銀行

を創出して国民的金融市場を編成してきた。租

税国家の誕生史は，国家が市場社会に対して権

力資源を求める方法を確立する壁史に他ならな

かっfこ。

第2に， i ~ 4.市場社会としての市民社会

と器家Jでも触れたように，市場自体，ボラン

ニー (K.Polanyi)が言うように決して自己調

整的ではありえない 4)。市場では供給されえな

い財やサービスが経済社会の維持・再生産に，

3 )小宮経太郎・天野明弘(1972)，p‘4. 

4) Polanyi (1957[1944]). Chapter 6を参照された

い。ポランニーは，自己誠繋約市場 Cself-regulat-

ing market)の存在のためには本源的生産要素で

ある労働，土地，貨幣が擬苦手j約潟品として受場する
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さらに価値体系や安全を含んだ社会の維持に不

可欠であり，その一部は他ならない公共財であ

る。経済社会の維持のみに限っても，薄々のイ

ンフラストラクチュアーが構築されねばならず，

市場での取り引きは暴力や不法行為によって歪

められではならず，国内市場を統一するための

貨幣制度など種々の制度や機構が整備されなけ

ればならなし、。また，財やサービスがすべて市

場にあるとしても，労働力と土地の市場関係は

形成されえず，また市場による調整力に委ねた

ときに再生産に必要なそれら生産要素の育成・

保全は妨げられる。国家による規舗や保護が必

要となる。さらに，仮にこれらの諸問題が解決

されたとしても，市場は調和的・安定的である

と保証されているわけではない。「市場の失敗J

が存在し，国家の介入が要求される。財政，金

融政策をはじめとする種々の経済政策によって

市場の安定が， したがって社会の繁栄が維持さ

れなければならない。こうして，市場は，自己

が「自己完結的」あるいは「自己調整的」に作

用するための装置・制度そ国家に対して要求す

る。それなしには，そもそも市場社会自体が成

立しえない。

国家と市場は，このように，単に相対するば

かりか互いを必要として結合する。さらに，国

家以外の種々の「制度」つまり文化や慣習もパ

ラメーターや外生変数のように，この結びつき

に対して影響を与える。既に述べたように，制

度選択にあたっては，何が「公共善」なのかが

間われざるをえないからである。国家は，教会

や寺社に代わって教脊を担い，教会の教えやジッ

ペの伝統的規律を超えて家臨のありかたから公

的市民の振る舞いにいたるまでの道徳に干渉し，

ことが必要であるとしている。 r!i4. 市場として
の市民社会と関家」の枠組みで言えば，公共財，労

働と土地の商品化と育成・保全が問題とされている

と言えよう。ポランニーが交易原理と区別する互恵，

再分配，家政は，本エッセイでは非市場社会の中に

包括される。接近方法は大分奨なるが，ポランニー

と本エッセイの問にはこのような親和性がある。

公的領域を儀式や祭典を伴って創造し， リンガ・

フランカに代わる書記言語を生み出す。このよ

うな制度，さらに儲舗の選択は，国家を枠組み

として行われる躍り，権力を集中・系列化した

国家が自己の枠内にある社会を他の社会とは別

鶴に切り離すことを伴って実現する。それまで

はキリスト教社会の枠の中で，あるいは向ーの

慎習・習慣などをもっエスニックな社会の中で，

また同一身分という枠の中で無差別であった一

定の領域は，自国とその外部を産別し外部を差

別化する装謹を通じて切り分けられる。その裏

側では，自国の中の異質性は無視されたりある

いは解消を強制される。この結果，社会一般は

関家によって他の器民から区別された歴史性を

纏うようになり，普遍的な市場社会は国家の枠

の中で非市場社会と制度的に結合して壁史的に

特殊な経済社会の姿をとるようになる。国民経

済とは，何よりもこのような市場社会と非市場

社会の制度的な結合によって生まれた経済社会

に飽ならない。あるいはまた，冨民経済とは市

場社会と非市場社会ことに国家とが結合した麓

史的制度であると規定することもできょう。

こうして誕生する国民的経済社会，つまり国

民経済は壁史的に多様で特殊的である。前にも

触れたが，パシネッティの言うように「制度問

題Jには一意の解は存在せず，思家によって仕切

られる社会毎に国家と市場の結合の態様は異な

るからである 5)。それは，ちょうどZとUの閤に

関数関係を見出すことができるにしても限りな

く多くの関数が存在しうるのに似ている。この

ように述べると， r民主主義と市場経済とは相
互に関係し合うのではないか」との問いかけが

生じるかもしれない。確かに，自然権と市民的

自由の主張は，市場社会における経済的自由と

関係し合う。「営業の自由」は権力の抑制と政

治的自由を必要とし，自然権は市場における自

由な諸翻人の活動を反映する。だが，市場の広

がりの程度や自由度と国制，つまり立憲君主制

5) Pasinetti (1993)， p.118 (邦訳， p.149)。
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をとるのか独裁的共和制であるのか，民主主義

的共和制であるのかという選択の関には一意の

関係は存在しない。さらに，種々それぞれの閣

制と公共財の選択の間にも一意の関係は存在し

ない。それは壁史的現実を見ればすぐ判ること

である。盟家と市場の組み合わせが多様性を有

するのに不思議はない。第 1，こ，前に r!i6. 
政治社会としての市民社会の復権」において見

たように，自然、権の主張は，そもそも rl日き市
民社会Jの自白人の独立権力に起源を置くので

あり，市場における経済的自由と直接関連する

ものではない。第2に，菌家と市場の組み合わ

せは，これも上と向じく前に見たように，種々

の政治的選択に依存する。第3に，そうした選

択は，市民社会の中における多様な利害や価値

の間に存在する対抗や緊張関係を免れてなされ

るものではない。こうした理由からである。

「同意なくして課税なしJが承認されたとして

も，また諸相人の独立と自由への希求が一定の

所得水準によって基礎付けられるとしても，そ

して市場の自由が政治的自由を導く額向をもっ

としても，特定の統治形態としての民主主義が

市場経済という固有の経済社会機構を必ず伴う

とは言えなL、。まして民主主義それ自身が多様

な形態を纏い，市場経済が相異なる種々の態様

で具現化することまで否定することはできない

であろう。

したがって，君主制のもとで市場の自由が開

花し，権威主義的国家が福祉に重点を霞き，民

主主義的共和制冨家が箪事支出に重点を置いた

りすることは当然ありうることになる。ビスマ

ルクのドイツで社会保険が導入され，戦時下日

本において借地・借家法が生れ，太平洋戦争の

開始とともにアメリカは臼本に比してはるかに

平く経済的総動員体制を擁立する。市場の編成

に影響を与える土地法や身分法，労働法は実に

それぞれの国家によって異なるo 国家と市場の

結合の仕方に一定の歴史的方向づけを与えうる

としても，それは多くの媒介的な変数を包括し

た上ではじめてなしうるに他ならない。

義的政治の基礎を唯一自由な市場に求めたり，

あるいはその逆を主張したり，戦争や軍国主義

と特定の市場の形態を直接に結合させようとす

る還元主義的な分析には， したがって，いつも

相当の無理がつきまとう。誤解のないように断っ

ておくが，市場社会の発展と統治形態，政策内

容などとの閣に多くの諸関保があることを否定

するわけではない。問題はそうした諸関係を自

明のように前提しえず，また直接的に結び、つけ

ることはできないという点にある。いかにして

市場や経済の発展と冨家の諸領域の間にある種

の関係が生まれるのかについては，より深く，

種々の媒介項を撞いた理論的・歴史的考察が必

要とされるのである。

市場社会と冨家の結合，またそれに伴う市場

社会と他の非市場社会の結合は，市場がそれ自

身で自立的に存在しうるものではなく，特定の

ステイトを枠組みとする間有の経済社会に包摂

されて現存することを指示する。比喰的に言え

ば，制限ないところでは無定型に拡散し，障壁

が設けられでも隙間があればそこを通して自在

に浸出・浸透する液体か気体のような市場は，

国家をはじめとする非市場社会の，ある部分は

硬く，ある部分は弾力性を備えた特定の形をも

っ経済社会の中に間じ込められ，そこではじめ

て安定した市場の形をとりうる。市場の普通性

なり世界市場を歴史的にも理論的にも前提とす

る限り，こうした経済社会は，無論のこと，自

給自足 Cautarky)ではありえないし， 自己充

足的 Cnationalself引 lfficient)な閉鎖性とは

無縁である。物費代謝という面では，諸経済社

会は国擦貿易という流東を通じてつながり，資

本も，さらに一定の条件下では人も諸社会問を

移動しうるであろう。だが，それでも 1つの経

済社会は醸史性を伴う 1つの個性を有する。そ

うした罷史的個性をもっ経済社会，それが国民

経済 Cnationaleconomy)である。

愚民経済がもっ制度的個性を解消するほどに

は普遍的市場の裁定機能は働かなし、。第1に，

どれほど貿易，資本移動，労働移動といった霞
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際関の経済的流東があろうとも，盟家と市場の

結合は鰹史的に固有の形態を纏う。関標的経済

関係がそれを解消するには余りに多くの樟害が

存荘する。領土と賦存資掠，層制，公共善なり

共有する価値の内容と選妻子I1慎位，土地法や労働

法，教背制度，制度化された文化システムや言

語などのコードの体系などは，市場を通じて国

際的に平準化されるものではない。そうした歴

史的個性と結合した市場社会が一定の歴史的個

性をもつことは言うまでもない。完全情報の契

約的労働市場が存在すれば賃金や労働時間では

なく雇用数が労働コスト調整の対象となり，不

完全情報の労働市場と企業内教育・訓練システ

ムがあれば雇用数よりも賃金や労働時間が労働

コスト調整の対象となる。教育制度に起因して

教育水準が異なれば投資される資本院の種類も

異なる。長子相続税が維持されるところでは大

土地所有が維持され，そうでない場合に土地所

有は時間とともに縮分化されてゆく。そうした

土地所有の変化は当然ながら土地の利用方法に

も作用する。種々の資源賦存の龍度が異なれば，

資源の利用方法は自ずと異なり，資源観にも相

違が生じる。海洋に囲まれた諸冨と大陸の中で

国境を相接している諸国の違い，河川や山岳の

配置の相違，領土と人口の相違は，産業立地の

あり方や都市形成の経路など多くの経済構造や

文化・慣習に椙違をもたらす。市場社会を理論

的な概念モデルで考察する時に，経済学は，へ

クシャーーオーリン型モデルのように資源賦存

の相違を考慮するにしても，またリカードゥ型

モデルのように自然生産性の相違を考慮するに

しても，留民経済のもつ撞史性をほとんど消去

して， しかも諸資源が集積されているスポット

のように考察して経験科学的な取り扱いを可能

とするが，国民経済とは，実は多様な歴史性を

纏うものに他ならなL、。

第2に，不可動な商品や生産要素が存在し，

領域国家の下では国民経済がそれらを排他的に

抱え込む。土地や自然、的条件がそうであるし，

非貿易財と呼ばれるものはそうである。また，

労働のように移動可能であるとしても言語や慣

習，生活や生産の上でのコードの栢違などに碁

醸を翼く粘着性が存在し，そのために容易に移

動しない商品や要素がある。もちろん，それら

は，前に触れたように，国民国家の中でも容易

に移動しえない。だが，国家は，それらに国民

的な形態や内容を与える。政策的，制度的な諸

要素の作用によって園内での価格は平準化しう

る。たとえば，労働基準，最低賃金制度や社会

保障水準，義務教育水準などの作用を考えれば

よいであろう。こうして，閤民経済閣の栢違は

粘着的・回定的となる。

第3に，ことに注目すべきは，国家が市場社

会を必要とし，また市場社会が国家を必要とす

る関係の中で，国家が労働移動，あるいは人の

移動の管理をすることであろう。というのは，

一方で資本財や様々な財は種々の障壁や制寵が

あろうとも歯擦問で移動可能であり，他方で土

地とそれに付髄する財や生産要素は国内におい

でさえ移動しえない。これらとは異なって，労

働とそれに付随するサービスのみは，内外を関

わず移動可能であるにもかかわらず属探閣の移

動制限を受けていると言える。

i自き市民社会に代わる国家が誕生して以来，

次第に国家の人と労働に対する管理は強化され

てきたとも言える。土地から切り離された自由

な労働が産業的生産の概要な資源となるにした

がって，良質な労働の育成や労働の保全につい

ての菌民的体系が発達してきたことは既に述べ

た。人一般についても， I日き市民社会の名残で

あった王なり君主と毘民との人的結合に代わっ

て領域醤家と菌民の関係が生まれるにしたがっ

て， 18世紀から19世紀にかけて国籍概念に基づ

く住民の管理方式が生まれ，器内旅券制度の廃

止と対照的に国外旅券制度が確立し， しかも第

1次大戦後はビザ取得制度も発達していった。

無論，ナポレオン戦争から第1次大戦までにヨー

ロッパから新大躍に渡った移民が5，000万人か

ら6，000万人に至ったように，国家を越える人

の移動は存在したが， これは国家意思、と無関係
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な冨標的労働市場の形成を意味するものではな

かった。大量移民の時代でさえ，過剰人口負担

の軽減や失業兵士などからくる社会問題解決が

国家によって目指されたからである。では，何

故に労働移動，広く言えば人の移動には国民的

制限が設けられるのであろうか。

労働移動さらに法く人の移動について国民的

制服が生じる理由はそう単純ではない。わけで

も，国民国家が内的には無差別な国民を創造し，

他方では唯一のジッぺつまり保護・平和共同体

として他者としての外国に対置するようになっ

たこと，そして，そうしたことが国民的アイデ

ンティティーの確立にかかわり近代に特有の外

昌人への差別的観念と制限をもたらしたことに

触れないわけにはいかない。これについては，

後に触れることになるネイション形成やナショ

ナリズムでより詳細に扱われるが，外調人や外

国からの移民に対する制摂が歴史的に生じた経

過，そして現在の制限が正統化される理由をた

どることによって容易に確認しうる。事情を最

も端的に表現するのは，本来移民によって国民

形成がなされ，また種々の地方からの移民がも

っ多様性を無意識的にせよ内包してきたアメリ

カ合衆国における移民制根運動である。 1875年

にアメリカは売春婦や犯罪人の入国禁止をもっ

て移民制限に踏み切り，やがて対象は精神病者

や無政府主義者などに拡大されていったが，ジ

ョン・ハイアム (Higham)によれば，それは

「継続的な経済危機と関係があったのではなく，

むしろ禁酒運動の勝利や，売春の法的禁止や，

病原窮理論に触発された清潔さへの強い関心や，

一切の腐敗を追放しようとする盟民的努力と関

連があった。J6lつまり，アメリカにとって悪

6)ハイアム(1981)， p.91なお，移民制限についての

より包括的なハイアムの考究については， Higham 

(1998 [1955J)を参照されたい。一言しておくがハ
イアムは経済的要因号無視あるいは否定しているわ

けではない。不況が移民制限遂動の大きな契機となっ
たことはハイアムの丹念な歴史的考察に含まれてい

る。問題は，移民昔話限が政治的に正統化される過程
にある。こうした問題については，ネイションとナ

や汚れ，綴れとされるものへの強い否定に根ざ

していたのである。より普遍的に言いかえれば，

盟家的枠組みの中の社会で選択された儲植やコー

ドに対する他者による鑓害のおそれが移民制限

運動をもたらしたのであった。国民的な政治社

会が種々の価値選択を含むことは既にのべたし，

またそれが富良経済の歴史的個性を規定するこ

とについても述べたが，そうである限り，社会

が加の価値やコードを伴うかもしれない他者で

あり， r得体の知れないJ，あるいは「圏内に悪
を外からもちこむJ外国人の「侵入Jを制限し

ようとする可能性が生まれるのは自然ともいえ

るであろう。そして，自国社会が外国人であろ

うとも自国社会のなかに完全に「同化」しうる

期待が存在するか， もしくは外国人を特殊に踊

離したり差別しうる装置を備えている場合には，

外国人への杏定感は低下するのである。

だが，こうしたことを含めて労働移動制限の

最基臆には，近代国家が宗教や中間団体ではな

く誼接に領域内人口の管理という課題を負って

いることが存表する。国家は一定の人口をもっ

人間集団によって構成される社会の支配・統治

システムに伯ならず，近代社会のジッペである。

富家を基礎付ける社会を構成するのは国民であ

り，富民は人口としての数量と一定の資質・能

力・構成を有する。それらの繁栄と安全とは国

家の存在を理由付ける。国家は無差別な人間一

般ではなく，特定の国民 (nation)としての人

間集毘からなる社会に相対して存在し，そうし

た人間集団の稽命との関係で正統性を関われ，

当の人間集団を自己の権力の下に置く。このこ

とから，国民とは誰なのかを規定することなく

国家が存在することはありえない。前にも述べ

たように，爵家は，ステイトの時代にあって唯

一の自力救済権をもっジッぺとして現象し，そ

れから放逐された者には一切の保護が与えられ

ることがない。この一種のジッペの構成員は，

ショナリズムに関連して後に詳しく触れることにし
たし、。
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国籍法を通じて規定され，それに基づいて国民

という人間集団が確定されるo

国家にとっては国民の量と震は外生的には扱

えない宿命をもっ。一方で，国民の質と量とは

権力資源をなし，他方では，一定の富と人口や

労働の質は社会の繁栄を規定する。権力資源と

して人口が重視される時代に人口制限よりも人

口増加が期待され，人口増加が経済的苦境に関

連する麗望の下では人口抑餅が望まれる。人口

が過剰と考えられるとき，移民を組織し，ある

いは自国民の職のために海外領土や植民地を利

用する。経済的にも国民の数と質とを管理する

課題を国家は避けることができない。

労働の数の管理が国民経済にとって本質的な

意味をもつことは，一方では労働力増加率が成

長率を常に規定し，他方では人口増加が所与の

層民所得の下では 1人あたりの所得を低下させ

ることから容易に理解しうるであろう。これに

劣らず労働の鷲も経済成長と密接に関係する。

生産諸要素の内で資本財の多くは，貿易財，つ

まり世界市場鴎品であって，それを購入しうる

ならばどのような経済においても利用可能であ

るo だが，一定の技術を体化している資本肢が

労動の質と関係なしに稼動させられることは余

りない。 1単位の機械や装置，あるいは一定の

生産工程には最適な質と最の労働があらかじめ

組み合わされているのが一般的であろう。 20本

の紡錘をもっ 1碁の紡績機に必要な労働は，賃

金がいくら安くても自在に変動することは無い

し 1台の工作機械に低賃金の不熟諌労働者を

何人あてでも販売しうるような製品をつくりだ

すことはできない。言いかえれば，一定の技術

を体化した労働の質と一定の技術を体化した資

本財があってはじめて一定の技術水準での生産

が可能となる。森嶋通夫は，新古典派経済学が

均費な資本財を想定し，マルクス派経済学が均

質な労働を想定していることをともに批判し，

一定の技術の採用には資本と労働の特定の組み

合わせが意味をもっていることを指摘したが 7)

7) Morishima (1976)， pp.46恥53，note 9 of 

産業技箭が利用される現場を見れば，森嶋の主

張は容易に肯定されるであろう。

今まで述べたことを念頭において労働移動を

考えてみよう。労働は既に述べたように市場に

登場するにしても特殊な商品である。そこでは

価格が需給を十分に調整する力能をもつことは

ない。労働は特殊な生産要素である。支出され

る労働は何らかの財やサービスに結晶する以外

に保存されえない。ところが，労磁の育成には

一定の時簡を要する。家庭や地域などの環境整

備や努力を抜きにして，また国家による教育整

備など公共財の供給を無視しでは，一定の賀を

もっ一定量の労働供給はありえない。労働の質

が，上に述べたように技術水準に， したがって

生産性水準に密接に関係しているとすれば，労

舗の震の向上こそ生産性の上昇の鍵となる。そ

うであれば，労働の国際間移動はかならずしも

望ましいものではないことが明らかになる。も

し，生産性の低い国から，特にその国の教育水

準の高い労動が高賃金を求めて生産性の高い国

に移動するとすれば，発麗途上国における労働

の質の蓄積は低いままに推移する。また，発展

途上国からの低賃金労働が生産性の高い聞に流

入すれば，その国で低賃金労働が不足している

にしても，高度な教育を受けた層とそうでない

層の分化の国定が生じる。労働なり人への醤家

による管理には， このような経済的な基礎が存

在する。そして，労舗なり人の罷家管理が存在

する限り，国民経済が国際関で容易に平準化し

えない社会構造を抱え込むことは言うまでもな

い。国民経済と労働の育成・保全・管理の間に

は相応の経済的根拠に基づく関係が存在するの

である。

労働移動が国家によって本質的に管理される

ならば，財やサーどス，さらに資本が国際的に

移動するとしても社会の平準化は生じない。純

経済的に言えば，労働の量と賓が留民毎に相違

'1. Techniques of production' (p. 325)，それに pp.

76-77を参照されたい。
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すれば，生産関数も諸国民間で相違し，賃金率 量と費の労働，そして一定の特性をもっ資源賦

もしたがって留民的に決定されるからであり，

より広い社会的文脈のゆで考えれば，労働にか

かわる法制度，倫理，文化が国民間で相異なり，

さらにそうした共通コードによって結ばれた住

民からなる共荷体は粘着性をともないながらあ

る種の歴史的個性を鱒うことになるからである。

その意味では. EU Cヨーロッパ連合)が，財

やサービス，資本の移動自由化を確立した次の

段階で，シェンゲン協定などによって人の移動

にかかわる毘境規制を撤廃い居住や労働資格

の面での規制も緩和してきていることは，単一

通貨制度の採用や国家をとびこえて連合が地域

などに直接作用するようになってきたことと並

んで，大きな意味をもっと言えるであろう。も

ちろん誼ちに労働移動が生じないとしても，そ

れらの試みは， これまでの富民経済の基礎に対

して，次第に深いところからある効楽をもたら

すに違いなL、からである。

これまでの叙述から制定としての国民経済が

一つの歴史的個性をもつことが明らかになった

であろう。だが，国民経済は， このことを土台

にさらに重要な経済的意味をもつようになる。

それについてあらためて考察することとしよう。

国民経済の有界性と世界市場の複合的性格

市場社会は，経済社会としての国民経済の中

で維持・再生産され，留民皆済は領域国家によっ

て1次的に規定される。その結果，規模が異な

り，生産力水準を異にし，制度・文化が違い，

政治的，経済的，文化的な選好11国位を同じくし

ない麗史的傾性をもった種々の留民経済が存在

する。だが同時に，このような制度的相違と結

合した個性をもっ国民経済は，それぞれ1個の

経済体系 Ceconomicsystem)としては，種々

の制度から独立した自然的とも言える性格をも

ち，その延長上に一定の閉鎖性あるいは有界性

Cboundedness) を{半うようになる。そのこと

について少し考察を加えておこう。

産業社会を基礎とする国民経済では，一定の

存状況を基盤とした菌有の生産条件に基づいた

一定の生産力が一方にあり，他方にそうした生

産力から生み出される所得に対応した消費需要

の体系が存在する。このこと自体は，種々の制

度や体制とは独立に近代社会に共通に見られる。

こうした経済体系を，ごく簡単なパシネッティ

型の純粋労働経済モデルで描いてみよう 8)。

この社会では，費を開じくする労働のみによっ

て消費財・消費サービスが生産され，それぞれ

の借入はただ 1種類の財もしくはサービスを生

産し，交換を通じて必要とする財やサービスを

手に入れるとしよう。生産されている財やサー

どスはたとえば奪{多品にあたる第1財と同じく

たとえば必需品にあたる第2封であるとする。

以下で係数や未知数の添字に使われる数字はこ

のような財・サービスの種類を指している。技

術が社会的に普及し，労働は部門間を自由に移

動して供給に弾力性を与え，消費構造も社会的

に平均化するような産業社会を反映して，消費

財の各1単位は分業と学習の結果として社会的

に支配的あるいは平均的な労働投入量(労働投

入係数)ll'んによって生産され9) 燃やサー

8)以下の考察では.Pasinetti (1993)の多数財モデ
ルを2Mモデルの形式に単純化して利用し，可能な
限り，それを冨際経済の考察にも応用することにす

る。多数財の場合にもモデルは単純で明快であるが

分析的な経済環論に親しくない場合には盤解に技術

的困難が生じるであろう。本エッセイのような叙述

の仕方は，専門的な分析約緩務理論からは物足りな

いと感じられるかもしれないが，議論の本質を損な

いはしないであろう。また，純粋労働モデルを利

用する点についても疑問が提出されるかもしれない
が，これにはパシネッティと同様に，資本財の導入

は後で可能であり，また後で導入しなければならな

い，と答えよう。純粋労働モデルによって，むしろ

労働や賃金のもつ意味を明確にし，和Ji盤や資本蓄積
の意味をこれと区別して明らかにしうるからである。

資本射を含むモデルを利用した P田 inetti(1981) 
をパシネッティ自身が捨ててわSわざ純粋労働モデ
ルのみそ扱う著作を問うたのもこの漂白からである。

9)これは，古典派政治経済学における労働価値説の墓

本約前提であって，これを看過あるいは前提として

確認することなしに労働価鍍設を論証することはで
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ビスに対する 1人あたりの需要は社会的に文範

的あるいは平地的な 1人あたり消費量(消費係

数)c1，らによって規定されているとしよう日)。

これら 2種類の係数はいずれも正の艦をもっ。

生産される財やサーピスの物的数量を Ql'Q2 

によって， またそれら 1単位あたり価格を

Pl' P2によって表し，労働の価格あるいは賃金

をωによって，極端ではあるが総人口と総労

働量が一致するとしてそれをLによって示す

ことにしよう。したがって，総消費人口と総労

働人口は一致する。すると，この社会の経済は，

レオンチェフ (Leontief)の閉鎖体系モデルと

同様に 3本の方程式からなる 2つの線形閥次

方程式体系一定数項がゼロの連立一次方程式…

によって表されることになる。最初の方程式体

系(1)は，生産される各物的数量が消費係数

きない。古典派錨篠論では供給が緩めて弾力的であ

り，供給曲線も特殊経費曲線も水平となる。そこで

は，需要は価格に影響を及ぼさないという論理が貿

かれているoRicardo， op.cit.， pp.11-12 (邦訳，
pp.l3-14)はそのことを明確に示している。マルク
ス(1966[1867])の潟品論の構成はその意味で難点、
をもっている。マルクスは，一方では「経済学批判J
(1961[1859J) pp.45-46 (邦訳， pp.44-45)におい
てリカードゥと同様に「価値法則はその完全な展開

のためには，大工業と自由競争との社会，すなわち

近代ブルジョア社会を前提とするJと述べながら，
他方，需要から独立に自然{適格すなわち価伎が決定

される条件については草稿のままに遣されたF資本
論J第3部第10主主 (1966[1894])で試論的考察をな
すにとどめ，代わりに「労働生産物Jとしての商品
の憶格から労働側億説を導きだしているからである。

スミスやリカードゥも原始的交換を仮綴論成立にか

かわらせているところがあるが，ぢ典派は，労働価

値説成立の前提条件を明確に定式化しえていなかっ

たと見るべきであろう。なお，佼々木陵生(1994)， 
pp.l93司197を参照されたい。
10)労働価値説をとった古典派は，消費あるいは需要を

彼らのモデルに導入せず，やがて限界効用理論によっ

て批判される綴命を負った。自然{磁格なり鏑伎を論

じるにあたって需婆を問題としないのには，脚注9

に示したように一半の根拠がある。だが，需要は価

格には影響を及ぼさないとしても生産数量に影響を

及ぼす。マクロ的な均衡にかかわるこの点に踏み込

んだことは， Pasinetti (1981)の大きな業績である。

にしたがって労働者によって消費され，これら

の慰やサービスの生産に労働投入係数にしたがっ

て労働が配分されていることを示している。

QI-CIL口 O

(1) i Q2ーczL= 0 

LL-l1Ql-12Ql = 0 

第2の方程式体系 (2)は，生産された財や

サービスの価格が労働投入係数にしたがって労

働者に分配され，賃金が消費係数にしたがって

種々の財やサーどスへの支払いにあてられてい

ることを示している。

Pl-1lω=0 

(2) i P2-12ω 口 O

Lwー c.pJ C.p2 = 0 

これらの 2つの方程式体系は行列を利用して

次のように書き直せる。財の種類が増加し，行

列がnXnに拡大しでも経済体系の基本骨格は

少しも変わらないことに注意しておこう。

I 1 0 

(l.a) I 0 

L -11 -12 

I 1 0 

(2.a) I 0 1 

L C1 -C2 

;:!?|=[(i 
JIllz [(! 

これら 2つの線形局次方程式体系が未知数

Q，pなと、についてゼロ以外の解(非自明解)

をもつためには係数行列の行列式はゼロとなら

なければならない。そこで， IDI= 0を求める

と，体系(1.a)，(2.a)のどちらについても同

ーとなるのであるが，以下の条件が導かれる。

(3) c111十c212= 1，あるいは， 21cん=1 

この条件は，財の種額が多くなり t口 1，2，…，
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m-l，mとなっても変わることはな tio ただ

m倒の項の総和が求められるだけである。こ

こで示した体系は2財モデルという特殊性をは

るかに超える普遍性をもっている O

ところで，式 (3 )は極めて重要な経済問題

を教えてくれる。第lに，物的数量体系を示す

体系(1)の第3番目の式を考癒すると，式

(3 )のC/jは，i番目の生産に要する雇用の総

雇用に占める比率を意味する。つまり，式 (3)

は種々の生産部門が要求する労舗の総計が利用

可能な総労働に等しくならなければならないこ

とを示している。第2に，同じ条件を，価格体

系(2 )の枠組みの中で考えると cjljは有効

需要によって生じる t番目の部門所得の国民所

得に占める比率を意味する。こうして，式 (3)

は経済体系がマクロ経済的にみて均衡を達成す

る条件を示すことになる。もし，式 (3)が満

たされないならば，つまり cムの総和が 1より

も小であったり大であったりするならば，失業

もしくはインフレーションが生じる。

注目しなければならないのは，式 (3)が勤

学的にもその意味を保つことである。時間とと

もに各生産部門の労動生産力は不均等に上昇し

(労働投入採数の減少)，所得増加がもたらす消

費係数は部門ごとに異なる比率で変化するであ

ろう。それでも， 0 時点(初期時点)において

マクロ的均衡が達成されていると仮定すれば，

以下の条件が維持されなければならない。この

ことは，体系(1.a)，(2.a)を，連続した時間

を導入して書き直すことによって容易に得られ

る。つまり，

(4)EJICz(t)li(t) 

を得ることになる。当然のことながら，生産性

の上昇に伴い賃金が上昇しないならば経済はマ

クロ的不均衡に陥るであろう。また，成長とと

もに経済構造の変化も生じる。生産性上昇率は

生産部門ごとに異なり，社会全体の生産性上昇

に基づく所得増加は，必需品である第2財より

も奪{多品である第1財に額斜するであろう。労

働投入係数と消費係数は部門ごとに不均等に減

少あるいは場加するのであり，初期時点での均

衡を保つような均斉成長 Cbalancedgrowth) 

を期待することはかなわないであろう。そうし

た構造変化もマクロ経済均衡条件と両立しない

かぎり，技術的失業などの不均衡をもたらすこ

とになるω。

ごく鰭単なモデル， しかし種々に拡張しても

基本骨格の変わることのないという意味で基本

的なこのそデルから国民経済がある種の有界性

をもつことが引き出される。分業と学習を基礎

とする労働の生産力の相違を最も深い根拠とし

て，経済体系はそれぞれに酉有のマクロ経済的

均衡条件を有するからである。どのような種類

の経済的構造であろうとも，またどのような制

度的機構が経済体系を包み込もうとも，国民的

な境界をもっ経済体系が国有の均衡条件を飛び

越えて発展することは不可能でしかなし、。無論，

この結論は，モデルに資本財を導入しでも，ま

た生産関数を様々な形にーたとえば非線形lこ一

変えても維持されうるであろう。このモデルが

線形をとっていることのみに注自して否定する

人は，モデルの一般性を見逃してしまう。複雑

になることをいとわなければモデルの拡張は容

易である。

ところで，体系(1)， (2)にみられるそデ

ルは，需要は数量を規定し，価格は社会的に平

均イとされる所与の技術水準によって決定される

という古典派の政治経済学と同じ性格をもって

いる。だが，条件 (3)，(4)にみられる均衡

条件は，マルクスを含む古典派政治経済学の分

配論とはまったく異なっている。なぜなら古典

派分記論は一般に賃金を生存費によって決定さ

れると見るか，あるいは外生変数として扱った

からである。このため， リカードゥは賃金財で

ある穀物錨格の上昇(下落)は利潤の下落(上

11)本エッセイが取り扱うそテソレの慈機上で， Baumol 
(1967)とパシネッティの試みを継承して技術的失

業問題を扱ったものに Notarangelo(1998)があ
る。
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昇)に結果すると考えたしlヘマルクスは生産

力発展がもたらす賃金慰価格下落は貨幣賃金下

落に結巣し，資本家には「相対的剰余価値」が

もたらされると論じたのであった∞。こうした

古典派分配論は， 18世紀末から19世紀半ば過ぎ

までのイギリスの分配状況をよく反映するもの

であった。当時の技術進歩は熟練労働を不熟練

労働に置きかえる傾向をもち，また絶えず労働

市場には新規の「無産Jの労働者が供給される

傾向にあった。識字率にいたっては18世紀後半

よりも19世紀はじめに抵下がみられた凶。実質

賃金は生産力変化に歩調を合わせて上昇するこ

とはなかった。 l人あたりの労働生産性を反映

する 1人あたり GDPは， 1820年から1850年に

かけて34%上昇したがベ消費者物価指数をもっ

て計算された実質賃金は， 1840年を100として，

1810年の124から時間経過とともに低下して

1845年には98に落込み， 1850年に再び100となっ

てから次第に増加するが1860年でも115にとど

まった2九 1850年を100とした指数では実に

1863年でも1171こしか増加しなかった問。した

がって，その時代の経済均衡の達成には，地主

や資本家，中産欝級などの消費の高い弾力性や

市場の外延的な拡大などが必要であったと見る

べきであろう O

このような状態が変化したのはおそらく 1866

年恐慌を脱した後であり，またそのころから教

育が労働と関係しはじめ，経済的意味をもつよ

うにもなったのであった。 1870年教育法に基づ

く学校委員会 (SchoolBoard)設立や1880年

代における義務教育制の導入は，意識的な国民

教育政策という点で転換点をなした。 1850年を

基準とする1870年の 1人あたり GDPは38%強

12) Ricardo， op.cit.， Chapter IIおよびChapterV 

を参照されたい。

13) Marx (1966 [1867])， 10 Kapitel 
14) Sanderson (1972)， pp.82-83 

15) Maddison (1995)， p.196. 

16) Mitchell (1988)， pp.149 

17) Jbid 

上昇し，賃金指数も少し遅れているとはいえ33

%ポイント上昇した則。新大睦市場からの農産

物の到来と機械化の進展は，労働者轄級にマー

ガワンや保存食料品，既成服や靴をもたらし，

それまでの狭い不衛生な住宅に代わって高層住

宅なども建てられていった。このような19世紀

後半からの賃金上昇や生活の変化については，

統計の不確かさをチャールズ・ブース

(Booth)などによる多くの歴史的描写が補っ

てくれるであろう l九不熟錬労働者にはまだま

だ厳しい時代が続いたとはいえ，熟練労働者に

ついては自に見える変化が生じていった。「窮

乏化法制jの持代との訣別が訪れたのである。

ベルンシュタイン (Bernstein)的な修正主義

の登場は，権かに一面では独占や帝国主義に関

連する先進国の繁栄にも基づくであろうが，他

睡では生存費賃金の時代とは異なる経済成長の

歴史的条件が生成してきたことに結びつくと

えるのではなかろうかへ生存費賃金とは，歴

史的に特殊な一定の時代の産物であり，経済体

系の自然的成長に適合的とは言えないのである。

事実，その後の壁史は，はなはだしい不均衡期

を除けば，生産力に歩調を合わせた実費賃金上

と労働分配率の安定化傾向を示しているヘ

18) Maddison (1995)， op.cit.， and Mitchell (1988)， 

op.czt 

19) Booth (1970[1902-1904])0 19世紀イギリス社会の
変容については，実に多くの著作と研究がある。当

特のイギワス社会の変容は統計の不備，時系列デー

タの欠如からそうした研究への接近を必婆とするで

あろう。

20)修正主義批判のtj:Jで，マルクス主義の正統派は窮乏

化法員IJを弁護し，先進霞労働者階級の実質賃金上昇

などを帝国主義的寄生などに求めた。そういった議

論I;J:，マルクスの賃金論と資本蓄穣論の擁護に起源

を讃いている。なお，資本産出比率(資本係数)

の問題を看過しているとの Pasinetti(1981)， 

Chapter IXの分析は，マルクスの窮乏化法員IJや和i

潟率低落論の限界を明らかにするよで貴重量な指摘と

なるであろう。

21) Mitchell (1988)， pp.149-162， and pp.828-830.労

{動分配率は，賃金稼得者の相対的増加と福祉支出に

よって主に左右され，それを考慮すると安定約であ

ると判断して携わないであろう。
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さもなければ，イギリスに限らずどの資本主義

的社会も存続しえなかったに違いない。分配関

係の歴史的転換が何によって引き起こされたの

かという問題は，経済学的に深く興味の尽きな

い問題であるが， ここでは立ち入る余裕はない。

ただ，これまで考察してきた園長的経済体系の

有界性の意味を壁史にも照らして磯認するにと

どめたい。

市場のもつ普遍性なり世界性は，このような

爵民的経済体系の間を層際貿易や国際資本移動，

あるいは基本的に管理されているにせよ留擦労

働移動などの市場を基盤とした経済的な流束が

つなぐことによって異現化することになる。世

界市場とは，そのような意味で，決して単一の

市場ではありえない。世界市場は歴史的調牲と

内的な有界性をもっ多数の国民的経済体系とそ

れらの閣の経済的流東からなる複合的な市場と

して存在するのである。

では，国民的な経済体系と国際的経済流束か

らなる世界市場は，それ自体で安定しうるので

あろうか。一定の歴史的偲性と有界性をもっ国

民経済と普遍的な世界市場は調和的でありうる

のだろうか。言葉を換えて，複合的世界市場は，

国民性と普遍性とを調和しうるのだろうか。こ

の間は，実践的にも理論的にも，経済学の一つ

の係争問題をなしてきた。アダム・スミスから

始まるイギリス古典派経済学が自由貿易論をとっ

たのに対して， ドイツ歴史学派のF. リストは

古典派を「万民主義的経済学Jと名づけ，これ

に対抗する「国民経済学jの視点からドイツに

園長的生産力を構築するための保護貿易主義を

提唱したへその後も，同様な対立は繰り返さ

れた。第2次大戦後国際経済関係をどのような

制度的原理に基づいて再編するのかという問題

に直面した時に，アメリカは「自由・無差別・

多角主義」こそが経済ナショナリズムを抑制し，

平和と繁栄をもたらす基本的な制度的原理であ

ると主張し，イギリスや他の諸国は一定の条件

22) List (1959 [1837]). 

が満たされない限りアメリカの主張は受容しえ

ないと主張したのであった。一般に，その時代

の世界市場に産業的ならびに金融的な支配力を

有する国は自由貿易を主張し，そうした留に挑

戦者として対抗する国々は国民経済と世界市場

が容易に調和し得ないことを主張し，自由貿易

(free trade)に対して公正貿易 (fairtrade) 

を叫んできた紛。自由貿易論は，世界市場の普

遍性が霞民経済と調和することを基礎に成立し

ている。これに対してリストなどの主張は，世

界市場の普通性と国民経済の発展の閣に緊張が，

あるいは世界市場では諸国民経済問の矛誼・対

立が多かれ少なかれ内的に存在するという考え

に基づいている。いずれが真実なのであろうか。

ホップス的国際政治関係と対をなす冨際的経済

関係の特質自体の考察が次になされねばなるま

い。これまで利用してきた純粋労働経済モデル

などなるべくプリミティヴな， しかし普遍性を

もっ基本的な分析枠組みを用いながら，国際経

済学の基本的諸問題ともいうべき領域を概観し

てみることにしよう。

陸醸貿易，その正の効果

古典派経捺学以来，オーソドックスな経済学

はー駿に関鎖経済に対する開放経済がいくつか

の点で優位性をもつことを明らかにしてきた。

第1に，最もプリミティヴな， しかし今Bなお

有効な考えは， ワカードゥによって与えられた

比較生産費原理である。それに基づけば，自由

な国際貿易は， r勤勉を刺激し，工夫力に報い，
また自然によって賦与された特殊の諸能力をもっ

とも有効に使用することによって，…労働をもっ

とも有効にかつもっとも経済的に配分する，

方，諸生産物の全般的数量を増加させることに

よって，…全般の利益を普及させ，そして利益

23) free tradeではなく fairtradeを主張する動きは，

1880年代イギリスのFairTrad巴League設立に始

まる。!湾じ言葉が1970年代末から1980年代はじめに

かけてアメリカ議会で諮られるようになったのは記

協に新しいところであろう。
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と交通という 1つの紐帯によって文明世界をつ

うじて諸国民の普遍的社会を結成する」刊ので

ある。

比較生産費原理は，自然資源の賦存状況や労

働の熟観・技術進歩が種々の生産部門に相異な

る影響を与えるために，種々の生産物について

留民経済毎に異なる相対価格体系が生じること

を基礎として，いずれの国民的経済にも比較優

位部門と比較劣位部門が生まれることを明らか

にしたものであった。外爵為替相場が適切な水

準…為替相場については後に述べるーに保たれ

るならば， したがって，いずれの国も輸出生産

部門を有するのであり，国際分業と互いの生産

物の交換によって生産される富を増大もしくは

最大化しうる可能性を手中にする O 前に示した

パシネッティ型の純粋労轍経済に基づく愚民的

経済体系を利用してワカードゥの主張を示して

おこう。

世界市場には2国のみが存在し，それぞれが

閉鎖体系の下で2財を生産しているとしよう。

マクロ経済的均衡は実現しているとする。実質

賃金は国民的経済体系の生産力発展にしたがっ

てある時点では所与となる…体系 (2)の最後

の式を想起されたい。そのときの実質賃金は均

衡に相応する消費係数によって規定されている。

このような体系では，価格は労儲投入係数に

正確に比例する。前と同様の記号を利用し，

i(i = 1， 2)財のj(j=α， b)国における価格を

表示すると，

( 5) Pij = lij叫

となる。ただし， この体系では価格や賃金が何

によって表示されるかが定まっていない。そこ

で第2財の価格を lとおく。これは第2財の 1

単位安価格体系のニュメレール(価値尺度)と

して選択したことを意味する。たとえば第2財

が銀や金であって，それらの重量単位1グラム

を価値尺度として選択したと考えればよい。す

24) Ricardo. op.cit.. pp.133-134 (邦訳.p.156)。

ると，第l財の価格は銀なり金の重量による表

現，たとえば0.5グラムとか1.2グラムなどとい

う表現をうることになる。さらに， こうした単

位にドルとかポンドという貨幣呼称を与えれば，

価格は0.5ドルとか1.2ポンドというように表現

される。こうして得られるj留の価格体系は次

のようになる。

ー斗ら

l

一
一
一
一

叫

叫

一
一
一
…

仇

U

A

A

U

A

F
E
E
t
I
2
4
2
3
3
3
1
1
 

、、，ノハむ
〆
e
、、

ここで， α留は b国よりもすべての生産部門

において生産力が高いと仮定しておこう。

つまり，

(7) Ila< Ilb， 12a< 12b 

であるとする。このことはまた，体系 (2 )に

したがってα閣の消費係数が部門ごとに異な

るにしても両財にわたって b国よりも高いこ

とを，同時に賃金についても高いことを含んで

いる。

また，生産部門ごとに生産力が不均斉に上昇

することから，所与の時点で，

(8)ユι<
12α 12b 

であると仮定しよう。すると，式 (6)から，

第1財価格については，

(9 )ρla < P1b 

が成り立つことになる。本質は変わらないが，

リカードゥが利用したわかりやすい例を使えば，

( 8)の代わりに，

(8.a) I1α < 12a， Ilb > l2b 

を仮定し， (9)の代わりに，

(9.a)ρla < 1 < P1b 

を得ることもできる。いずれにせよ，第1財に
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ついてはα盟の価格は b国より低廉である。

園内では，式 (5)あるいは (6)から，財の

{語格は労働投入係数に正確に比例していること

が明らかである。だが，異なる経済体系の間で

はもはやそれは妥当しない。仮定(7)にもか

かわらず，復定(8)が決定的な意味をもって

国際的価格差を規定する。第2財についてみれ

ば，モデルは2盟2財に限定されているので，

第l財とは逆に， H震のほうが必ず低策となる。
そのことは，第1財をニュメレールにして計算

すれば容易に理解できる。このように，外国に

比して相対的に生産費価格が低廉な部門は一般

に比較優位部門と言われる。無論，多数財の場

合には何をニュメレールとして両国の価格体系

を比較するかによってどれだけの財が比較優位

財あるいは比較劣位討となるかが決定されるこ

とになるへそれでも比較優位から比較劣位に

かけての財の臨位付け自体は，絶対的生産費と

も言える労働投入係数ではなく，指国の各部門

の労働投入係数についての比の頼位，つまり比

較生産費 (comparativecost)の降順にしたが

うであろう O

この結果，各留は比較優位財生産に労働をふ

りむけ，比較劣位財を外国から輸入するが，そ

れは，比較劣位財をわざわざ自国で生産せずに

外国から輸入することによる自閣の労働の節約

を，また，自国にとって最も有利な生産部面に

労髄や資源、を集中的に配分することをもたらし，

結果的に個々の盟の生産と消費の可能領域を，

さらに世界的にみた生産と消費の可能領域を国

際貿易の無い場合に比して大きくすることに結

び‘つくであろう。このことをもう少し説明して

おこう。どの留においても，総労働は2つの生

産部面に任意に配分されうるが，それは，

(10) IljQjj十12jQ2j三三ι 
という制約にしたがう。パーがついているのは，

25)多数財')カードゥ型モデルにおけるニュメレールの

意義については，後に為替相場に関連して述べる。

122 

A 

C 

。
D B 

12， 

図 1

それが未知数ではなく既知である所与の総労働

量であることを示している。経済学に親しい場

合には，式むのが機会費用一定の生産辺境線

(production frontier)として幾何的に表現さ

れることをすぐ理解しうるであろう。伎定 (8)

から，式(10)にしたがう両国の生産辺境線，

つまり 2つの財をその国の労働を利用して生産

できる最大限界は，両国の労働賦存量が間程度

であると仮定すれば，たとえば図1のように描

かれうる。

ここで，線分ABはα国の総労働量を投入し

て生産しうる第1財と第2財の組み合わせを示

し，線分CDはb国のそれを示している。三角

形ABOの面積が三角形CDOの面積よりも大

きいのは，雨E誌の労働賦存最が向ーであること

と， α国が先進国で労働投入係数がいずれの生

産部面でも b国よりも小であるという仮定を

皮映している。線分の傾きは，労働1単位を第

1財から第2財の生産へ，あるいは第2財から

第l財の生産へと移動した場合の生産量変化を

表す。たとえば点Cでb留はすべての労働を

第2財の生産に投入している。そこから 1単位

の労働を第1財の生産に振り替えるとしよう。

その分第2需の生産量は減少し，第1財が生産

されるようになる。労働のみが費用安構成して

いるので，線分の錨きは 1単位の労働によって

生産される第1財と第2財の数量の比を表して

いる。つまり，線分の傾斜は2財の相対価格を

表現し，鎖斜がきついほど第2財価格が第1財

価格に比して低廉で、あることを示している。
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Q， 
E 

。

図2

G 
QI 

以上のことをふまえて，両国の生産辺境線を

合成して世界大の生産辺境線を描けば，図2の

ようになる。両国の生産辺境線を合成すると E

からはじまり Hで屈折して Gにいたる生産辺

境線を描くことができる。 Eは両国が第2財の

みを生産する場合に得られる世界生産量であり，

原点に最も遠い Hは両冨がそれぞれ比較優位

部門の生産に特化した擦の生産点， Gは再国

が第l財のみを生産する擦の生産点である。こ

れに対して原点、に最も近い F点は両国がそれ

ぞれ比較劣位部門に特化した場合の両財生産量

を示している。

仮に今両国が第2財のみを生産していたとし

よう。生産量は E点にある。そこから第 1財

を比較優位財とする G国だけが次第に労働を

第2財の生産から第l財の生産に振り替えてゆ

くとすると生産量の組み合わせは線分日狂の上

を移動することになる。だが， α国ではなく b

E惑が第1財の生産に労働を振り替えるとどうな

るであろうか。そのときには生産量の組み合わ

せは線分担狂上ではなく，線分HGと同じ傾き

で，つまり線分EFの上で変化することになる。

したがって，両国がともに再財を生産する場合

には，わけでも貿易が行われない状態で再国が

総労鶴量を時財の生産にそれぞれ割りあてる場

合には，世界生産量は平行四辺形 EFGHの内

側に位置する。国際分業が存在し，それぞれが

比較優位財の生産に労働を集中する世界の優位

が明らかであろう。生産に投入する労働量に変

化がないにもかかわらず世界全体の生産可能性

領域は増加して，同時にそれだけ消費可能性も

大きくなるからである。富民経済と世界市場は

1) :カードゥの言うように，見事に調和すること

になる。 1)カードゥの考えとはこうしたもので

あった。

リカードゥの比較生産費原理は，技術水準や

生産力，資源量などがまったく変化しない静学

的なモデルから， しかも同一技術の上ではいく

ら生産要素を追加投入しでも生産効率が変化し

ないモデルから導きだされた。生産量がいくら

拡大しでも労働投入係数は変化せず， したがっ

て生産辺境線は誼線をなしているからである。

その限界の中で，開放体系における生産と消費

の拡大可能性を明らかにしたのである。だが，

この利益は，アダム・スミスの『諸国民の富J

が主題とした分業の利益を継承することによっ

て，もう少し拡張されるであろう。スミスは，

外層でより低廉に生産しうるものを輸入し，自

留でより低廉に生産しうるものを外国に輸出す

ることは， リカードゥが主張したと毘様に労働

を種々の生産部面に配分する際の無駄を節約す

るばかりではなく，同時に国醸分業が生産力に

もたらす効果，つまり特定の生産に労働を特化

して配分することによる生産力上昇， ことに狭

磁な圏内市場の限界からの生産力の解放をもた

らし，国際分業に参加するいずれの経済にも多

かれ少なかれより多くの富をもたらす，と考え

だ九この場合には，生産辺境線の形状は鴎 l

のリカードゥ型モデルのような霞線ではなく原

26) Smith (1920[1776])， p.413 (邦訳. p.668)。付言
しておくが，スミスの貿易論は第2編第5章の「余
剰jはけ臼j説と絶対生産費説によって批判される。

だが，後者はリカードゥの比較生産費税にみられる

ような探求へとすすまなかったことを意味している

にすぎない。スミスの価値論は支配労働価値説につ

ながるところがありリカードゥと同じ意味で生産費
を理解していたわけではなく，さらに言えば，リカー

ドゥにおいてもニュメレール各定めればスミスと同

じ生産費の絶対比較が可能となる。前者は， リカー

ドゥによってセイ法員すから批判されているが，ワカー
ドゥの批判は，スミスによる「資本投下のg然的順
序」の議論ーそこでは資本投下部童話の絶対的制限が
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点、に対して凸型の曲線となる。このように生産

規模が増加するにつれて生産性が逓増すること

は製造工業によく見られる。反対に，生産規模

の拡大とともに生産力が逓減する場合も存在す

る。たとえば農業における生産拡大は， 1)カー

ドゥやミルが論じたように， しばしば肥沃度の

劣る土地への耕作地の拡大に結果するか， もし

くは次第に非効率となる既耕地への労働や資本

の追加投入を引き起こすからであるへこの場

合には言うまでも無く，生産辺境線の形状は原

点に対して出型の曲線となる。開放経済の利益

は， したがって投入生産要素を拡大していった

場合にどのように生産量が変化するかにも依存

している。より進んだ考察のためには，こうし

た点があることに留意しておく必要がある。

第2に，冨際貿易は別の利益をも生み出す。

リカードゥの枠組みを式 (4)でみたような動

学，つまり成長経済の中で考えることにしよう。

国民経済の有界性は，成長経路の中で生産力

発展が消費構造によって制限されていることを

も示している。所得水準の低い国民経済は工業

化に向かうとしてもこの壁にぶつかる。 1970年

代の後半から1980年代にかけて発展途上国の輸

入代替工業化Cimport-substitutingindustri件

alization) の失敗が明らかになってきたこと

はよく知られているであろう。鉄鋼や自動車，

問題とされているー，と特定生産物輸出の有利性の

指裕一そこでは輸出と引き換えの輸入が承認されて

輸出はりカードゥと悶じ「利潤にしたがう資本投下

順序Jが脅定されている とを滋間している。しか
も，スミスの「余剰はけ口J説は，動学的にみた場

合iこは， このエッセイでも後に指織する溜際分業形

成のダイナミズムを明確にしており 1)カードゥの

静学的な分析を越える射程を有している。資本投下

w鼠I'fを生産的労働の雇潟容量によって規定した点と，

価値概念などの未成熟を除けば，スミスの国際貿易

論はリカードゥとともに現代国際経済学の基礎をな

すと考えられるのではないであろうか。こうした点

については，なお佐々木隆生(1994)， 第 l童書， 第
2:;撃を参照されたい。

27) Ricardo， op.cit， Chapter II， Mill (1909[1848])， 

Book!I， Chapter XVI. Book IV， Chapter II 
およびIIIを参照されたい。

化学といった分野での輸入代替工業化を進めて

きたインドやラテン・アメリカ諸国で経済停滞

が生じたからである。繊維など軽工業の必需品

を中心とする輸入代替工業化に途上国は成功し

ながら，次の段階での輸入代害工業化，つまり

鉄鋼，化学，機械類生産などを中心とする工業

化は国内市場の狭越さからハイコスト経済を生

み出したのであった加。言うまでもなく，そう

した分野では規模の経済が働く。しかも，それ

らの生産物への需要は所得水準の低伎が存在す

る場合には国内ではあまり拡張しえない。スミ

スの言う国内市場の狭隠さが麗接的に途上国の

生産力上昇を制約したとも言えるであろう。

この経験は，国民経済の有界牲のもつ制限の

厳しさをよく現している。しかし，国際貿易はこ

の臨路を打開する手段を与えうる。ノfシネッティ

が指摘したことだが，先進国に需要が存在す

る財の生産への特化が実現しうるならば，そう

した財の生産性上昇率が高しかっ先進国での

需要が十分大きければ，狭騒な国内市場の限界

を越えて生産することが可能となる制。そして，

そのような工業化に基づく生産性上昇は所得上

昇をもたらし，国内市場の拡張をも導く可能性

をもっ。外国からの醒接投資への依存は別にし

て， 1970年代からのアジア新興工業国のシンガ

ポール，香港，台湾，韓国，さらに1980年代後

半からのタイ，マレーシア，インドネシアなど

ASEAN諸国の輸出主導工業化 (export悶

oriented industrialization)がもっ意義をここ

に見つけることも可能であろう。同じことは呂

本にも言える。古川洋は，パシネッティとは異

なるアフ。ローチから同じ動学的考察を展開し，

28)伊藤正二(1988)を参照されたい。特に，鼠内市場

の工業化条件を探ったpp.152-164(山崎幸治論文)
はインドを例にしてここで述べている問題を浮き彫

りにしている。

29) Pasinetti (1993)， Chapter IXを参照されたい。
ただし，総出向け産業のみが突出して生産性が上昇

し，要素交易条件，交易条件が悪化するか変化しな

い場合も存在しうる。この点については，Ibid.， 

p.169 (邦訳， p.214)を参照されたい。



2000.9 ステイトとネイション(5) 佐々木 17(197) 

戦後日本経済の発展にあたって，日本が次々と

世界需要の高い分野で輸出を展開してきたこと

に注目してきた制。これに加えてそうした分野

での生産性上昇率が高かったことにも控目して

よいであろう。このことは， 60年代の日本の貿

易依存度が低く，また誼接の成長要国から言え

ば圏内消費と園内投資に比べれば経常収支はさ

して大きな役割を果たし得なかったにもかかわ

らず，輸出が成長経路の確保に大きな意味をもっ

たことを示すであろう。一般に，輪出の伸び率

と成長率は正の相関を有することが経験的に知

られているが3九この椙関関係もこれまで述べ

たことと無縁ではないであろう。いささか推論

を重ねたきらいがあるが，少なくとも，国際費

易が動学的にみて国民経済の有界性に内在する

発展制離を克服する経路をも提供することは明

らかである。

第3に，自由な冨際費易に関する吉典派の教

義が，ジョン・スチュアート・ミルやマンチェ

スター学派のコブデン CCobden) らの提唱し

た平和主義に結び、つけられたことにも注目する

必要があろう。つまり，交換によって富の増加

が図られうるならば， もはや肥沃な土地と人口

を求める戦争は蓄の増加の手段には相応しくな

い。自由翼易と平和とは互いに相手を求め合う

のであり， r国際費易の大規模な拡張と急速な
増加とは，世界の平和の主要な保障手段である」

ということになる四〉。戦争が常態であるような

ホップス的な政治的国際関係と何と対照的な世

30)古川!洋(1999)。
31)輸出成長と経済成長の関係は「鶏と卵Jのような性
絡をもっていると言われる。多くの経験的研究が輸
出成長率と経済成長率の腐の松関を見出してきたが，

それに説明を与えるのに成功してきたとは震い難かっ

たと言えよう。リカードゥやヘクシャー オーリン

の悶際費易論が貿易利益をもっぱら総入による生産

費節約に見てきたことも，一種の呪縛となってきた。

パシネッティや古川iの研究がこの難問への接近を可

能としていることは注目に依する。

32) Mill， op.cit.. pp.581引582(邦訳，第 3分冊，

pp.275-277). 

界であろうか。ステイトとしての菌家が支配す

る開じ近代の国際関係は，かくして政治と経済

ではまったく相異なる色彩と描線によって描か

れたのである。盟際関係あるいは国擦政治経済

について，ギルピン CGilpin) は，勢力均衡を

重視するリアリストを主流とする国際政治学と

国際的な経済的相互依蒋に注目するリベラ 1)ズ

ムを中心とする経済学の間に対照と亀裂が見ら

れることを示しているが汽そのような国際関

係観の分裂は，西欧盟家系と世界市場を特徴と

する近代社会に深く根ざすものであったと言え

よう。

国際貿易にともなう緊張関係

冨際貿易は国民経済に，あるいは世界経済に

正の効果のみをもたらすわけではない。もし，

国際費易が経済的にみて世界経済全体にとって

も国民経済にとっても合理的で最適であれば，

そもそも国民国家が世界市場に対して樟壁を設

ける歴史もなかったに違いない。もちろん，経

済的被拠を欠く国際貿易あるいは開放体系への

批判がこれまで多く議場してきたことも確かで

ある。 1929年恐慌に直面して，アメリカ議会が

とった態度はその代表的なものであろう。多く

の経済学者達の皮対にもかかわらず，議会は輪

入品価格の低落とデフレーションを結び付け外

国の生産者をスケープ・ゴートにしてスムートー

ホウレイ関税法を成立させたからである 34)。

また，経済的理由に慈づいた保護や差別にし

ても，そのかなりの部分が国際間の利益分配で

はなく，器内における利益分配にかかわってい

33) Gilpin (1987)， pp.20ω25 

34)スムートーホウレイ調税法案は， 192伴郡斑lこ先立つ

て，第1次大戦後の農業不況対策，農民保護を目的

に提案されていた。恐慌勃発と法案の通過を前に，

179大学1，028人の経済学者逮の署名に慕づく法案反

対請願がなされたが，議会とフーパー大統領がとり

あげることはなかった。同時代の証言とも言える

Berglund (1930)，それに関税史や貿易政策史を扱っ

たTaussig(1967[1931])， pp.489ω526，や K且plan

(1996)， pp.21-41，などを参照されたい。
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ること，つまり貿易問題の多くが実は閣内問題

であることに注意する必要がある。閤擦分業へ

の参加，あるいは国擦分業構造の時簡を通じる

変化は，国内に勝者と敗者を生み出す。市場に

おける調整コストと調整時間が敗者にのみ負わ

されるとすれば，比較劣位産業になる生産者一

企業と労働者ーは，当然のことながら自らの利

益から出発して保護主義に傾斜する。輸出競争

力をもっていた1950年代から60年代にかけて自

由貿易主義を標携していたアメリカの労働組合

や重工業企業が1970年代以韓保護主義的となっ

たのは，そうしたことを背景としている。この

ような問題が発生した場合には， しばしば政治

的支配に誼接影響力を及ぼしうる団体の利害が，

他の層・潜級・地域の利害，さらには国民的利

害に優先する。貿易から生じる労動節約効果を

代表する利益団体，ことに消費者団体が賢易問

題に踏み込まなかったり，政治的圧力を余りも

ちえないことがまたこうした領向を助長する。

なお， このような場合に，純経済的理由よりも

政治的理由が市場への子渉を根拠付ける場合が

多い。たとえば軍事的理由から資源の独占や技

術の自力開発・移転規制が主張されたり，農業

保護が食糧自給に基づく安全保障や環境保全を

根拠に提起されたりもする。その多くは，そう

した干渉に代替する政策が存在し， したがって

経済的には必ずしも合理的とは言えない場合が

多い。

しかし，国際貿易は経済学的にみて正の側面

とともに負の側面をあわせもっている。その問

題に踏み込むこと無しに，世界市場の普遍性の

実現が麗史的に妨げられてきたことを理解する

ことは不可能となろう。では，どこに問題が存

在するのであろうか。

国際貿易の正の効果は，静学的にせよ動学的

にせよ生産および諮費可能性が拡大することに

あった。だが，第1に，どのような場合にも自

由な国際貿易が最適な生産および鴻費可能性を

生み出すわけではなし、。国擦貿易に参加するこ

とは，その闘がその時点において有する技術と

資源によって決定されている所与の生産費構造

と価格体系を基礎にして，その留が労働をはじ

めとする生産諸要素を特定の生産部門に多かれ

少なかれ集中して配分することを意味する。問

題は，その時に選択されている技術と資掠賦存

状況がその留にとって最適なものとは限らない

点にある。

技術や資掠賦存は生まれっき備わっている性

質のようなものではなし、。たとえば， 19世紀に

イギリスに綿花を供給したアメリカ南部の綿花

栽培は単に有利な気候や土壌によってのみ聞か

れたのではなく，南部綿花プランテーションと

奴隷労働という特定の社会関係によってはじめ

てもたらされたのであった。議もi者部土地所有

形態や奴隷労働を天賦のものと考えるわけには

いかないであろう。同様に，ある社会関係，つ

まり一定の土地所有関係の下では特定の農業生

産力は抑圧される。同じ肥沃度の土地でも刈り

分け小作鞘がある場合と自由な小農所有が支配

的な場合では自ずと農法も異なる。また，ある

社会的政治的状況では教宵が十分でなかったり，

また特定の技術進歩が妨げられるであろう。植

民地権力などが強制的に特定の資源の利用方法

を決定するケースはいくらでも指摘することが

できる。しかも，錫や鋸などの鉱脈が発見され

たことによっていったん農業適地が採鉱地とな

れば，資掠賦存状況は根底から変わってしまう。

比較生産費原理はこのような諸問題にはかかわ

りをもたなし、。国際貿易が現存社会関部，ある

いは現存の自然利用システムなどを聞定して，

その社会がもっている技街進歩や学習の可能性

を摘み取る効果を洞察するような枠組みはそこ

には無いのである。

この問題は動学的な文脈の中で一層重要な意

味をもつことになる。これまでの控史の中では，

国際貿易の拡大は，生産力一般を発展させ，そ

の中で特定の輪出産業の成長をもたらした諸国

によって主導されてきた。イギリスは砲艦外交

を用いて中器市場に橋頭壁を築き， アメリカ，

インド以外の原綿生産地を求めてエジプトに綿
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花栽培をもたらし，比較生産費原理の基礎の上

で，イギリスの操れる生産力のはけ口とイギリ

スが求める輸入品市場を世界市場の拡大の中で

追求したのであった。マルクスが「種々なる生

産部門間の不均衡jが資本主義の中で生じると

きに「資本主義的生産様式の未発展な諸国は，

資本主義的生産様式の諸国に適当な程度で消費

し生産すべきだということが要求されるJ出)と

述べたのは，比較生産費原理が世界市場におい

て震かれる動学的様式をよく表現しているとも

言えようO 種々の経済体系に加えられる任力は，

天からそれらに対して均等にかかるのではなく，

構造を変化させる特殊な歴史的生産力の発展に

よって惹起されるのである O アダム・スミスの

「余剰はけ口」説もこうした論理を反映してい

る3的。

特定留の比較優位産業が発展していった延長

上で市場が横溢する臨界にぶつかった特に， も

し市場拡大の道があればその留の社会関係を内

的に緊張させて産業構造を変革するよりは市場

拡大の道を選択するであろう。 19世紀にイギリ

スは資本を輸出して鉄道建設を世界的に麗崩し，

それとともに次第に欧州、|内部をはじめ既存の市

場で競争にさらされてきた自国の繊維産業，鉄

産業などの市場を外延的に拡大し，同時に新た

な輸入品を見出したのであった。つまり，国擦

分業構造は，歴史的に生産力の発展する中根

(core)によって規定されて形成される。しか

も，あるときは武力や種々の強制力までも利用

して。これに対して周辺 (periphery) は受動

的に対応せざるをえない。そのような状況で一

定時点において選択される技術や資源の利用方

法さらに資源賦存状況が最適なものであると誼

ちに言えないことは明らかであろう。理論的に

はいささか稚拙ともいえるリストなどの幼稚産

業保護論の現実的基盤がここにあったことは言

うまでもない。そして， ドイツにしても，アメ

35) Marx 0966[1894]). p.267 (邦訳.p.322). 
36)脚注23を参照。

1) :カにしても，また日本にしても一奇しくも現

代の中枢を構成する 3ヶ国だが一工業化の過程

では，保護主義的政策を一時援用し，その時点

での比較生産費陳理に基づく技術選択や資源利

用とは別方向での生産力発展構造を追求したの

であった。

生産あるいは消費可能性の拡大が国際貿易に

よって無条件にもたらされると仮定しでもなお

問題は存在する。国際費易の利益を諸国間に分

配する場合に必ずしも諸国に最適な分配が生じ

るとは言えないからである。そこに第2の問題

が生じる。この問題を代表するのは交易条件

(terms of trade)をめぐる国際閣の緊張であ

る。交易条件の悪化，つまり輸入価格に対する

輸出価格の低下が生じるならば貿易利益の分配

は外国に傾斜して流出する。 l物1価が世界市

場における需給によって実現することを念頭に

おいた単純なリカードゥ型モデルにおいて，貿

易利益が輸出価格の下落という形で輸入留に漏

出してしまう結果を導き出すのは容易である。

モデルにしたがって第l財の世界市場価格ρlw

の成立する範囲をみると，

(11) P1a .:c;; Plw 三三 Plb

であることが容易に理解される。このとき，

丸山がα留の閉鎖体系価格に近ければ近いほど，

b留は自国の輸出財である第2財l単位の輸出

とひきかえに閉鎖体系での交換よりも多くの単

位の第 l財を G閣から輸入しうる。つまり b

留はそれだけ多くの利益を獲得することになる。

b国の期鎖体系綴格に近ければ逆にα昌がより

多くの利益を得ることになる。

ごく単純化して言えば， 1):カードゥの自由貿

易主義は，それぞれの特性に合わせて人が識業

を選択すればよいのだというに等しい。だが，

それが正当化されるためにはどの職業を選択し

でも所得に大差がないという条件がなければな

るまい。交易条件とその変化はこの例で言えば

所得に格差が生じる場合をもたらしかねないこ

とを指示しているに他ならない。



20(200) 経済学研究 50-2 

こうした問題は， ミルがリカードゥを継承す

る際に交易条件論を提示して以来ベ自由貿易

主義を標梼する主流派経済学でもパグワッティ

などによる窮乏化成長論制などによっても認識

されてきた。なかでも，交易条件を媒介にする

貿易利益の分配が，先にあげた問題と密接に関

連して，動学的にみて重要な問題を提起してき

たことを強調しておく必要がある。一方で，

産性上昇が所得上昇の原因であり，かっ生産部

門毎に生産性上昇率が異なるとすれば，可能な

限り生産性上昇率の高い生産部門を比較優位産

業とするのが望ましいことは言うまでもなL、。

だが，他方，生産性上昇の利益が外国に漏出せ

ずに自国に分配されるためには，自国の輸出生

産物に対する需要の所得ならびに価格弾力性が

世界市場において十分大きくなければならなL、。

需要の所得弾力性とは，所得が 1%増加したと

きにどの軽度の百分比で需要が増加するかを，

価格弾力性とは価格が 1%下落したときにどの

程度の百分比で需要が増加するかを示している。

一般に，所得が増加するときには種々の財への

は変化する。たとえば必需品などへの需要

の弾力性は所得成長とともに小となり，それと

ともに錨格弾力性も小となる。これに対してそ

の時々の先端産業の生産物への需要の所得弾力

性，価格弾力性は大となる。エンゲル・カーヴ

はこのことを示している制。生産性が増大しで

も偲格低下が大きく，甑売総額が伸びないかむ

しろ低下する場合は，需要の所得弾力性，価格

稼力性の低さから生じる。豊作貧乏とか大漁賞

37) Mill， op.cit.， Book III， Chapter XVIII 
38) Bhagwati (1958)および(1968) なお，ノイグワッ

ティの窮乏化成長に関する他の論文を含めてこの2

論文も Bhagwati(1983) !こ収められている。この
他に，交易条件は所得分配との関連で多くの問題で

言及されてきた。新古典派で言えば最適関税論，非

新王古典派で言言えば1960年代に UNCTADを1)ード

したプレピッシュ (Prebisch)の交易条件論など

を想起されたい。

39)エンゲル・カーゥーについては， Pasinetti (1993)， 
pp.36-40 (邦訳， 46-50)を参照されたL、。

乏とはそうしたケースの代表とも言える。窮乏

化成長とは，豊作費乏に近似する。

リカードゥ型モデルは，現存生産費構造と

要構造の臨定の上に，つまり，静学的なモデル

の骨格の中で自由貿易主義の正当化をなしてい

るにすぎなし、。そこで，一方で，現存生産費構

造がその閣における労働の学習結果に基づいて

容易に変化させられうるとすれば，また学習の

結果，現存生産費構造の中で比較優位部門とな

る生産部門よりも他の部門において一層の生産

性上昇が実現するとするならば，同時に地方で，

現存生産費構造の下での比較優位部門の生産物

に対する需要の所得ならび、iこ{適格弾力牲が小で

あり，生産力の高い外国の比較優位部門の生産

物に対する需要の所得ならびに価格弾力性が大

であるとすれば，さらにまた，明らかに保護的

措置や産業育成政策がその国の生産費構造を変

化させ，現在外国の比較優位生産物であるもの

を自国の比較優位生産物にしうるとすれば一保

護措置の有効性の実証は実はかなり難しい問題

であるにもかかわらずー，その国は自出貿易よ

りも生産費構造の変化を促す関税などによる保

護や補助金の支出によって産業の育成をはかる

のが効率的で合理的となる。この展望が，規模

の経済や外部経済などがある場合には，より一

顧重要となることはよく知られている。保護政

策の成功が今見たように厳しい条件によって制

約されているにもかかわらず，発展途上国が工

業化を試み，先進国が先端産業育成を企臨する

のは，こうしたことを背景としている。

これまで見たところで，霞際費易がリカードゥ

の言うような国民経済と世界市場の調和とは別

の側面をもつことを認めることができるであろ

う。それと時時に，上で見た器際費易がもたら

す緊張の 2つの鶴間が国際費易の勤学的にみた

まの効果の裏面をなしていることにも容易に気

づくであろう。国民経済がどのように生産力を

発展させうるのかがそこでの共通の問題であっ

た。これに関連して，国際貿易の正の効果が単

に生産拡大の可能性のみでなくマクロ経済均衡
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に深く関保し，留民経済がマクロ均衡条件から

生じる有界性の限界を取り払う経路を提供して

いたことに注意を向ける必要があろう。という

のは，国擦貿易はマクロ経済均衡の側面で正の

効果ばかりでなく負の効果あるいは緊張関係を

も世界市場と撞民経済にもたらすからである。

ここに，第3の，貿易論のそデルが一般に完全

躍用均衡を前提に構築されてきたためにあまり

注意を払われてこなかった賠題が存在する。

ミルからはじまってマーシャルのオファー・

カーヴに見られる分析を通じて追求されてきた

交易条件論はベ基本的にマクロ経済均衡を前

提する中での貿易均衡問題を扱うという性格を

有していた40。リカードゥ・モデルにしても

般均衡の枠組みの中で理解するのが国際貿易論

の主流派的思考とさえ言えるであろう。だが，

閉鎖経済体系から開放経済体系への移行には，

貿易均衡が存在しでもなおマクロ経済的均衡維

持が必ずしも保証されないという開題が存主す

る。

問題の性格を明確にするために，貿易均衡と

マクロ経済均衡の関係について，あらかじめ整

理をしておこう。開放体系にある純粋労働経済

モデルで，世界市場に 1物1悩が成立し，貯蓄

も投資も存在しない場合には，国民所得 ljは

次のように定式化しうる。

(12)耳=ωJ-j= LP叫 Qij
この愚民所得は，総労働生産物の圏内消費分

Qの販売額と外国消費分にあたる輪出額Xjと
から得られる O そして，得られた所得は閣内消

費財への支出と輪入獄への支出Mjに向けられ

る。したがって，

(13) 耳=Cj十Xj

=Cj+~ 

40) Marshall (1975). pp. 117-181. 

41)たとえば，小宮隆太郎・天聖子明弘，前渇脅，第3主主

を参照されたい。

となる。国内消費部分は右辺の 2つの式に共通

であり，それらの式は常に等しくなるので，必

然的に貿易均衡，

(14) Xj == Mj 

が成立する。したがって，これまで分析的にあ

つかってきた純粋労骨経済モテソレの体系(1)， 

( 2 )とそれに接続するリカードゥ・モデルは，

開放体系に移行しでも当然資易均衡を含むであ

ろう。だが，式(12)，(13)の国民所得水準は

マクロ経済均衡を含むものではない。その水準

は，不完全雇用水準にも定まりうるし，完全雇

用水準にも定まりうる。

前に図lで想定したように資源賦存規模が等

しい2国から世界が成り立っているとしよう。

その場合には，両国は比較擾位財生産のみに労

働を投入し，完全特化が生じて両財の生産量の

組み合わせは図2のH点に定まるであろう叫。

そして，世界市場価格は両国の閉鎖体系価格の

中間に定まるであろう。ここで，完全麗用時の

国民所得を宅と表すことにしよう。すると，

完全特化状態から， α留についてみれば次の式

が成立しなければならない

(15) ya = waLa 

L a ム
l，̂l'lW 
la 

= C1JJhん +C1tPluLb

= C1JJluLa十Czム

しかし，(15)は極めて特殊な場合にしか成立

しない。なぜならば体系(1)で想定したよう

に消費が外生的に間定されているとすると，価

格がいかに変動しようと，総消費量は南田それ

42)荷留の規模の同一伎や完全特イとという仮定は理解の
使笈のために設けられている。これらの仮定をはず

すのは容易であるし，またはずしでも議論の本質に

変更はない。
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ぞれの第1財の間定的消費係数と総労働量によっ

て決定されているからである。それが(15)の

第2式の分数部分が表現する α菌の第 1財生

産可能総量あるいは第1財生産容量と一致する

のは特定の場合にすぎなL、。いや， これまでの

リカードゥ型モデルの仮定(7)などからすれ

ば，一致しない方が自然と言わなければならな

い。一般的には，a盟の輸出に振り向けられる

第1対生産量が b国第 2財消費市場規模を上

回り，その結果，生産辺境線が図2にみられる

ように閉鎖体系よりも外側に拡大して汚点で

の生産が選択されたとしても α留の輸出財に

対応する消費需要は不足し， H点での生産が

実現しえないばかりか有効需要不足による失業

がα国に生じるであろう。かくして，摩擦的

失業，つまり比較劣位部門の資本や労働が比較

優位部門に移動しなければならない場合に生じ

る経過的な失業とは異なる性格の失業が生じる

可能性が存在する。言いかえれば賀易が国民的

経済体系のマクロ経済的均衡に脅威を与える可

能性が存在するのである。しかも，この開題は

各経済体系が成長し，労働投入係数と消費係数

が構造的に変化するときには絶えず再生産され

ざるをえないであろう。

無論のこと，このように常に危機をはらむ状

況は現実には存在しなし、。言うまでもなく世界

市場価格の成立と世界生産量の拡大とともに，

価格に対して消費が弾力的に反応して増加し，

また相対価格変化と生産量増大にともなって実

質賃金が上昇してゆくからである。そこで，こ

れまでとは異なって，社会的に平均的な消費係

数が外生的に一定とされるのではなく，世界市

場価格，賃金，そして雇用に対する従属変数で

あると仮定することにしよう。つまり，以下の

ように消費係数を再定義しよう。

(16) cij = f(ρiw'Wj，η) 

ここでr(O< r:S:; 1)は総労働量に占める麗用
の割合，つまり麗用率を示しており，世界市場

価格の抵下，賃金の上昇，雇用率の上昇はいず

れも消費係数の上昇をもたらす。賃金は雇用さ

れた部分にしか支払われないが，消費はすべて

の労働人口が平均的に行うとしよう。失業者の

消費分はなんらかの形で，たとえば偽装失業の

形態や失対給付のように，家族，地域，留など

種々のレベルでの共同体内所得移転に基づ、いて

なされると考えればよし、。すると消費係数自体

は7の値の低下とともに低下するにしても，社

会の消費量は消費係数にんを乗じたものによっ

て表現されることになる。すると，完全特化の

下でのG白書の国民所得乙について(15) より

も一般的な以下の式を示すことができる。

(17) 1;. ωar.σLa 

=与がM
= C1a1h.J.-a+cl/Pl.J.-b 

= C1afJl.J.-a十C2afJ2.J.-a

この仁わから貿易均衡について

(18)主ι ii些ι
Lb C2afJ2w 

という関保が導かれる。この関係は，体系の中

では b留についても同様に導くことができる。

左辺は相対資源規模で外生的に一定である。右

辺は世界市場における賃金，価格，そして雇用

率とともに変化する諮費探数の比と交易条件か

ら成り立っている。両国の総労働賦存量が等し

いと板定すれば主辺は 1になる O また第2財を

ニュメレールとすると右辺の分母の第2財世界

市場価格は1となる。そこで，仮に当初の交易

条件が lであり，そこから α国の交易条件が

悪化したとしよう。そのときには，当初の消費

係数の比は1の値をとっているが，交易条件が

悪化するだけに，b国の第l財輸入が第 1財価

格の相対的低落に皮応して増加するか，かつま

た，あるいはα閣の第2財輸入が第 l財価格

の相対的低落から生じる所得低下に応じて減少
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しなければならなし、あらためて消費保数が価

格と所得に対して十分に変化する程度，ならび

に交易条件の変化の度合いが，質易均衡と深く

関連していることが明らかになるであろう。こ

れは，マーシャルがオファー・カーヴで検討し

た開題と重なる。そして，この関係は両国の雇

用率の減少による消費係数の同時的低下とも両

立する。

では，どのような場合に完全雇用が成立し，

あるいは維持し得ないのであろうか。(1りか

ら， α留では，

ωチρlw= C1aPl""a + ClIPl""b 

が成立する。つまり，

(20)rtuJCIム)

が導かれる。右辺は第1財の生産可能総量によっ

て第1財の世界指費量を除している形をとって

おり，それが1の値をとるときに麗用率もまた

1の植をもち，完全麗用の達成が実現すること

が誼ちに明らかとなる。 したがって，定義

(16)と労働人口と技術が所与であることから

みて，完全雇用が達成される否かは，第1財の

世界市場髄格，賃金，躍用率によって定まる消

費係数に，言葉を代えれば需要の弾力性に依存

する。同じことは，b留にも指摘できる。たと

えば，閉鎖体系から開放体系に移行して，第1

財世界市場価格が両国の罰鎖体系価格の中間に

定まったとすれば， α国の消費は価格上昇とと

もに減少し， しかし所得上昇とともに増加し，

b国の消費は価格の下落にしたがって増加する

であろう。これに加えて， さらに b留の輸出

財である第2財相対価格変化に伴う所得上昇効

果があるかもしれない。いずれにせよ， こうし

た消費の変化が盟定的消費係数の場合にみた不

安定性とは別の世界をもたらすであろう。その

結果，雇用率が1の値をとるように均衡が保た

れる可能性が生まれる。だが，i持費保数変化が

必ずマクロ経済均衡を安定的に保っとあらかじ

め言えないことも明らかである。どの財もコブ

ダグラス (Cobb叩Douglas)型の需要関数ーそ

れぞれの需への支出額なり支出割合が一定であ

り，価格下溝が必ず需要増加をもたらすような

需要関数ーをもつわけでもなく，需要の弾力性

は所得増加とともに部門毎に不均斉に変化する

からである。逆に，必ずマクロ経済均衡が生じ

るとするためには， したがって，固定的消費係

数と詞じような非現実的な仮定を持ち込む結果

となる O 固定的消費係数という仮定をはずして

も，貿易均衡下での失業あるいはマクロ経済不

均衡の可能性は消滅しないのである。

ところで，今見た問題は，自然経済体系が開

放されたときに，国民経済に関してみたマクロ

均衡条件(3 )さらに (4)がそれ自体で完結

しえないことを示している。経済権造の変化が

国際分業構造の変化や世界市場価格の変化を起

こしながら進行するときには，マクロ経済的な

均衡達成は国民的有界性によってのみ規定され

ず，否応無しに世界市場の変動に関連するので

ある。こうした問題は，これまでほとんど比較

劣位部門あるいは摩擦的失業の問題と考えられ

てきたきらいがあるが，そう単純ではないこと

が明らかであろう。

マクロ経済均衡をめぐる開放体系の緊張は，

これまで見たような純粋労働経済モデソレから資

本蓄積の存在する世界へと移行したときに新た

な性格を帯びる。そこに第4の問題を見出すこ

とができる。

資本蓄積が存在する世界，いやそもそも資本

が存在する世界では，これまで利用してきたリ

カードゥーパシネッティ型の純粋労働経済モデ

ルの誼接的適用は不可能となる。もちろんモデ

ルを資本崩や資本蓄積が存在する場合に拡張す

ることは容易だが，それは分析的な経済学の専

門領域に委ね，むしろ誰しもが親しんできたケ

インズ型の集計的な器民経済モデルを以下では

もちろん後に触れる国際資本移動にあっても一

利用することにしよう。資本蓄積が存在する世
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界，あるいは貯蓄と投資が存在する場合には，

国民所得を生む総生産物の需要の中に投資fが，

所得からの支払い項目の中に貯蓄Sが含まれ

なければならない。つまり，

Y
勺
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を(13)に置き換えて考えなければならなし、

注冨しなければならないのは， (13) と異なっ

て (21)では貿易均衡の必然、性が措滅している

ことである。そして，事後的に，

(22) 4+ xj Sj+ Mj 

が必ず成立する。これは貯蓄と投資の不均衡と

貿易不均衡の簡の霞果関係を示すものではない

が，一方が存在するときに他方が必ず存在する

ことを意味している。そして，同時に， (21) 

の第1式は，消費と投資に輪入品が入り込むこ

とから生じるニ重計算を避けると，その留の雇

用を維持するに必要な所得が現実の統計では，

(23)耳=Cj+ 4+ (Xj-Mj) 

であることを示す。つまり式 (23)右辺の括強

でくくられた貿易収支ーより正確には財とサー

ビスの貿易からなる経常収支ーは，その国の生

産物に対するネットの国外需要を意味している

のである。

無論，賀易あるいは経常収支不均衡が存在し

でも，それが霞ちに世界市場に緊張をもたらす

わけではない。翻人事業や企業で十分な雇用を

維持するだけの操業がなされていても，創業時

や投資拡大期には経常赤字が生じるように，関

民経済でもそうしたことはありうるであろう。

翻人事業や企業の手元に十分な支払い準備があ

れば問題が解決できるように，国民経済でも潤

沢な対外支払い準備がありさえすればよいーそ

れが不足する場合の問題は国際資本移動とも関

係するのでそこでの考察に譲るとしよう。問題

は，古典派あるいは新古典派貿易論が仮定して

いたマクロ経済的均衡が景気循環や開放経済に

潜む緊張関係から実現しない場合である。不完

全麗用期には貿易収支なり経常収支の赤字は，

何によってそれが埋められるか一外貨準鎮の減

少によってか，それとも資本流入によってか

にかかわりなく経済体系に圧力を加える。この

時に対外不均衡は国民経済的に酎えがたいもの

と意識される。いや，よしんば対外均衡が達成

されていたり黒字であっても，不足分の追加需

要を純外需の拡大によって獲得しようとする道

さえもが富民経済運営の選択肢の中に入ってく

る。もちろん，すべての盟の費易収支あるいは

経常収支を集計すれば，収支はゼロとなる。つ

まり，どこかの留の黒字や赤字減少は他の国の

赤字や黒字減少によって埋められなければなら

なし、。したがって，貿易収支あるいは経常収支

の黒字創出もしくは赤字減少を通じて自国での

完全雇用達成を閣る政策は，自国から外国に失

業を輸出することを意味する。そうした政策は，

トランプ(カード〉のゲームになぞらえて，近

燐窮乏化政策 (beggar-my(thy) -neighbor 

policy)と言われる叫。そして， そのような政

策が意識的にせよ無意識的にせよとられるとす

れば，他の留は対抗する手段を求めることにな

ろう。国民的体系の外へ向かつての開放は，利

益と謁和だけをもたらすわけではなく，経済的

緊張を対外的に解決する経路，あるいは対外的

緊張を生み出す経路をも提供するのである。

震史は， この経路が不幸にして実践的にもイ

デオロギー的にも利用されてきたことを示して

いる。世界市場の普遍性の実現が妨げられてき

た歴史や1970年代以後の饗易摩擦の中ににそう

した例をあげるのは容易である。輸出と雇用の

関係がどんなに重損されるかは，皮肉なことに

戦後の自由・無差別・多角主義的国際経済関係の

43) Robinson (1973)， pp.229-240ジョーン・ロビン
ソンのこうした議論の源流は， もちろんKeynes
(1971[1936])， pp.348-349 (邦訳， pp.348ω349)や，
pp.377叩383(邦訳，pp.380-385)にある。
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創造の中にみることができる。アメリカは，

1934年に互患通商協定法をもって保護主義から

自由貿易主義へと政策を転換し，戦後のIMF-

GATT 体制を準備するが，その理由は何より

もアメリカの雇用を維持するための輸出市場の

確保にあった叫。リカードゥの自由翼易主義が

輸出市場の確保ではなく輸入促進を通じる労鋤

節約にあったことを思い返せば，同じ自由貿易

主義のスローガンがまったく異なる意味をもっ

ていることに気づくであろう。このような緊張

関係が存在するときに，自由貿易主義とそれに

基づく平和主義を唱道しても時代そ変えること

はできまい。開放体系は確かに正の効果をもつ

が，緊張を伴わずにすむものではない4九

こうして，国際貿易が一方では生産拡大，消

費拡大の可能性をもたらすとともに，他方では

無矛麗的なものではないことが明らかとなった

であろう。国際貿易の正と負の効果をめぐって

は， もちろん他にも多くの論点が存在する。だ

が，国際賀易についてのより広く深い探索は国

擦経済学の専門的諸論文に委ねて，次に，グロー

パル・エコノミーの主役をなす国際資本移動に

44)互恵通商法成立と大西洋憲章第4項にみるアメリカ
の貿易政策転換をリードしたのは，潟都民主党に属

し，ローズベルト (Roosevelt)政権の密務長官を
つとめ， 19t世紀的でジェファソン的な自由貿易主義
者であったコーデル・ハル (Hull)である。だが，

彼の自自貿易主義がルーズベルト政権に受容され，

また緩業界や農民などの支持を得た理由は海外市場

の開放の必要にあった。 1940年l月の上下両院合同
会議への年頭演説で，ローズ、ベルトは，互恵通潟法

にかかわらせながら， rもし，われわれが高い水準
の生産と雇用を維持せんとすれば， t世界輸出市場に
多くの生産物の余剰分を売らなければならないJ，
したがって「合衆留は，il!:界の貿易綬路を開放する

ためにその影響力を行使しなければならないjと述

べたのであった (Jonesand Myers (1940)， pp.37 
-38)0 J苛様の主張lま，ハルを含めた政権高宮によっ

ても何度も繰り返された。

45)自由緊易なり開放経済と安全保障については，安全
保障と経済の代替関係と補完関係を含めて511]に考察

する。ここでは， ミルやマンチェスター学派のよう

な期待が無条件には成立しないことを確認するにと

どめたL、。

ついても正と負の両鶴屈を見ることにしよう。

国際資本移動の光と影

国擦貿易と並ぶ菌際聞の経済的流束である国

際資本移動についても，経済学は同じように利

益を認めてきた。第1に，古典派のスミスやミ

ル，さらにマルクスから新古典派に至るまで，

利潤率の概念をはじめ種々の対立点を内部に抱

えながらも，経済学者連は資本蓄積が利潤率の

抵下をもたらす傾向を認め， したがって利潤率

(利子率，資本の限界生産力)の低い国から高

い国に資本が移動すること，それを通じてクpロー

パルな生産力の平準化と生産可能総量の増加が

じることを承認してきた。資本の輸出が列強

による世界分割につながると主張したレーニン

でさえ， rある穏度，資本の輸出は輸出閣での
発展をいくらか停滞させることになりかねない

としても，そのようなことが生じるのは，まさ

に全世界における資本主義のいっそうの発麗を

拡大し深めることの代償としてであるJと述べ

たのはベこのような認識を裏付けるであろう。

そのよう考え方の基礎は，国擦資本移動が資

本蓄積とともに低下する利潤率の国際的相違か

ら生じるというごく単純な枠組みに求められる。

マクドゥガルーケンプ CMacDougall-Kempf) 

型のそデルの幾何的説明に利用される臨3を適

用して簡単に説明しよう。図3の横軸 O.Obは

世界の資本斌存量を示している。 0.から右へ

G国の資本震が示され， Obから左に向かつて b

罷の資本量が示されることになる。 0.を通る

縦軸はα国の利潤率，利子率あるいは資本の

限界生産力を示し， Obからの縦軸は b患のそ

れを示している。スミスにしたがえば資本量の

増加は資本間の競争を激しくして利潤率を低下

させ47) 1)カードゥやミルによれば，資本蓄積

は人口増加に伴う農地の劣等耕作地への拡大や

既耕地での追加的生産要素投入に伴う土地の限

46)レーニン (1957[1917])，p.280を参照されたい。
47) Smith. op.cit.， Book r， Chapter rx. 
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f 
d Tb 

な生産可能総量の増加をもたらすことを理解す

るのもそう菌難ではないであろう。新古典派の

仏 場合に関3の説明は生産増加可能性と臨接的に

T1 

raO f(Tb) 

Oa K1 

密3

f(九)

Ko 

T1 

。b

界生産力逓減をもたらして，結果的に賃金財で

ある穀物価格の上昇を引き起こして利潤率を低

下させるに至る48)。マルクスによれば，資本蓄

積は生産力上昇を伴うが，それは資本労働比

率を高める。賃金に対する剰余価犠(不払い労

働の所康)の比率(剰余価値率)を所与とすれ

ば労働が生み出す剰余価値を投下資本によって

除した利潤率は低下してゆく叫。新古典派にし

たがえば，一次同次の微分可能な生産関数を前

提にした上で，資本の限界生産力は逓減する印)。

これらの間の理論的相違を当面度外視しでも，

両器の利潤率なり利子率，あるいは資本の限界

生産力ちが資本最にしたがって低下する関数，

f(η)を描いてみることができる一無論，事IJ溜

率関数の導き方によって解釈には大きな相違が

生じるのだが。

世界の資本量の両国への配分がK。にあると

すれば，その際の G国の利潤率は九o，b留のそ

れは%。の水準にある。資本配分が利潤率にの

み従うとすれば，ここに生じた科溜率の相違は

α留から b留に向かつてのKoKl分の国際資本
移動を引き起こすであろう O そして，利器率は

ηで世界的に均等化することになるに違いない。

これ自体はリカードゥの言葉を借りて言えば

「ユークリッドの定理のごとく明快J日である。

このようにして生じる国際資本移動が世界的

48) Ricardo. op.cit.. Chapter VII. 

49) Marx. op.cit.. 13 Kapitel. 

50) MacDougall (1960). 

51) Ricardo (1952). p.38. 

結びついているO というのは，新古典派的な眼

界生産力逓減から利潤率低下を説明する場合に

は 1単位の資本増加が生み出す生産量が Aち

となることから，国際資本移動が生じた結果，

三角形ABCの面積の分だけ世界生産は増加す
るからである。だが， このような国際資本移動

の調和性についての主張は，限界生産力説や生

産関数に関する厳しい仮定に依存している。調

国の生産関数が向ーであり，資本と労働は完全

に代替しうるし，また規模に対して収撞一定で

あるといった仮定を，現実の世界に適用して普

遍化することは容易でない。古典派的な説明で

は利潤率関数の低下は平均利潤率の低下を意味

し，労働最も資本蓄積に対応して増加するので，

このような解釈はできなL、。だが，同じように

世界生産の増加を導くことは可能である。一方

で資本蓄積が進行した先進国での成長鈍化があ

り，他方で資本蓄積の発展した先進国からの額

際資本移動が発展途上国による自国の経済的余

剰蓄積を節約するとすれば，国擦資本移動

は資本をより高い成長経済に配分する機能を

もつことになる。その意味では，古典派やマル

クス的な利潤率低下論にしたがったとしても，

途上国経済成長の加速化という効果は指摘しう

るであろう。また，両国の利潤率関数が異なる

生産関数に基づいている場合には，一面では後

に詳しく述べるように器際資本移動には一定の

制限が生じるが，資本が移動しうる場合には資

本蓄積の高い盟からの技術移転を伴う可能性も

生まれるであろう。国民経済体系の有界性を克

践する貿易の意義に匹敵する利義をここに見出

すのは容易である。

第2に，国際資本移動は，貯蓄と投資の不均

衡がもたらす経済成長への制限を解除するとい

うマクロ経済的効果をもっ。どの盟民的経済体

系の歴史的な成長過轄においても貯蓄と投資の

不均衡が自然に存在する。式 (22)は，資本蓄
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積の存:(Eする世界では貿易収支より正確に

ば経常収支不均衡が貯蓄と投資の不均衡に対応

して存在することを示していたが，そのような

不均衡は完全麗用を維持した成長過程では一般

的に見られる。発展の初期には，どのような経

済でも工業化などのための投資に対して貯蓄は

所得水準の低さから過少となり，経常収支は慢

性的に赤字を計上せざるをえなし、。発援するに

つれて次第に投資に対して貯蓄は増加し，やが

て貯蓄超過となり，経常収支は黒字へと転化す

るであろう。こうした事態は，個人や企業が事

業をはじめたときに，初期投資に対して貯蓄が

少なし事業からの売上げ所得では支払いを賄

いきれず，事業がJI臨調に伸びるにしたがって仕

入れや賃金支払い，さらに自己の浩費支出を上

回る売上げが実現でき，次第に貯蓄が増え始め

る場合と似ている。成長あるいは資本蓄積経済

にあっては，経常収支あるいは貿易収支均衡は

経過的にしか存在せず，むしろ赤字にせよ黒字

にせよ不均衡が常態となるのである。

このような不均衡は何らかの形で補填されな

ければ維持されない。ことに，題際取引が小国

の場合のように外貨建てでなされて決済に外貨

が必要とされるときには，国際収支面からの制

約が生まれることになる。国際収支が経常収支

からのみ成り立つ場合を考えれば， このことは

容易に理解できるであろう それはまた重臨主

義時代の分析が前提とした枠組みでもあった。

国擦収支表は一面では複式簿記と似ているが，

他面では現金出納簿に似ている。財やサービス，

それに所得移転などのフローが経常取引の貸方

(輸出XCA) もしくは措方(輸入MCA) に記載

され， フローのバランスである経常収支

CA(CA = XcA-McA)に集約される O 一切の

信用や資本取引がない場合には，財やサービス

の貿易を中心とする経常収支のレベルで決済が

なされ，それは金や外貨など対外支払い準綴の

ストック Rの増減に反映する。つまり，

(24) !::J.R = CA 

となる O 経常収支不均衡が生じれば，手持ちの

金・外貨などの対外支払準備の増減が自動的に

生じる。発展する経済が貯蓄不足したがって経

常収支赤字を自然とするにしても，それは対外

支払い準備によって制約される。金や外貨のス

トックが麗をつけば赤字を継続することは不可

能となり，自国の消費や投資をきりつめたり，

輸入制寵や飢餓輸出をしなければならなくなるO

国内の個人事業や企業が経常勘定の赤字に誼

面するような場合には，銀行からの借り入れや

起債によって開題を解決するであろう。詞じよ

うに国際間で資金を貸借するシステムがあれは

つまり国際資本移動が存在すれば，資本流入が

貸方に，資本流出が借り方に記載される資本取

引が存在し，そのバランスが資本収支KA!こ

集約される。その結果， (24) には資本収支が

追加されることになり，

(25)ムR= CA+KA 

という式が成り立つ。

経常収支不均衡が資本収支の逆の不均衡によっ

て埋められるならば，国民経済体系は貯蓄と投

資の不均衡を維持しながら完全麗用成長を持続

しうることになる。貿易黒字国は金・外貨を死

蔵する必要も少なくなる。国際資本移動が各自主

の貯蓄と投資の不均衡，あるいはまったく詞じ

ことであるが経常収支の不均衡を調整しうるな

らば，経常収支を人為的に均衡させるための制

限から国民的経済体系は解放され，結果的に世

界的な拡大均衡が維持されるであろう。 18世紀

にイギリスはオランダから資本を借り入れ， 19 

世紀にはアメリカや大睦ヨーロッパ諸国はイギ

リスから資本を借り入れて成長してきた。 19世

紀から第1次大戦にいたる国際金本位体制下で

自由費易が維持された背景には，世界経済の中

心国で、あり債権回であったイギリスが経常収支

黒字分，ことに自国に流入する利子・記当を繰り

返し再び外国に投資し， もって残余世界の成長

を一面では支えたという事実が存在した。資本

移動がなかったならば世界経済の過去は悲惨な
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ものになっていたに違いなし、。ジョーン・ロビ

ンソンが貿易均衡分析に重きをおいた新古典派

的な貿易理論に対して，マクロ経済的視点から

資本移動の意義を志れていると異議申立てをし

たのはこうしたE理嬰出からである5悶2由〉

このように，生産増加可能性の拡大と成長経

路の確保からみて国擦資本移動に光の側面があ

ることは疑いえない。だが，同時に影の側面も

存在することにも自を向けなければならなし、

マクロ経済的均衡，つまり物価安定と麗用安

定を達成している各経済で貯蓄と投資の均衡が

利子率の水準に厳密に対応し，資本移動が国際

間の利子率平準化をもたらし， しかも平準化さ

れた利子率が均衡成長経路に対応すると仮定す

れば，自由な国際資本移動はマクロ的均衡を達

成する上で決定的な機能を果たすと言えるであ

ろう。さらに，同ーの一次向次の生産関数が各

経済体系に存在し，資本の限界生産力が手IJ潤率

を現し，国際資本移動が資本の限界生産力平準

化をもたらすならば，自由な国際資本移動は十

分効率的であると言えるであろう。だが，これ

らは現実にあっては満たされない。そこで，国

際資本移動の効果を歴史的事実から汲み出す限

りでは，既に述べた正の効果とともに，種々の

問題を伴っていることが明らかとなる。

第1に指摘しなければならないのは，国擦貿

易においてと珂様に，国際資本移動の利益分配

が偏在することである O 現実の睦史の中では，

国擦資本移動は特定の領域に集中する。情報の

不完全性や非対称性がないとしてもなおそう

える。生産関数の同一牲という彼定は支配的な

事実とは言えないからである。直接投資の場合

を取り上げてみれば理解が容易となろう。

直接投資は，実際に生産的機能を営む資本の

移動とも考えられる。今，資本財と労働を投入

して生産がなされるが，資本財は世界市場商品

でありどこでも向ーの価格で購入しうるとしょ

52) Robinson， op. cit.， pp.1-13， pp.14-24， 
Robinson (1951)， pp.182司213，および日obinson

(1979)， pp142“145などを参照されたい。

う。これに対して賃金は各国ごとに栢違する。

分配は資本利潤を含むので， リカードゥ型モデ

ルの式(5 )に代えて，

(26)ρij lijwij十k〆1+η)
という形をとる。ここで，kは生産物 1単位あ

たりの資本投入量一資本係数あるいは資本一産

出比率…であり rは利潤率である。この式か

ら，利潤率は，

カーl"w
(27)η = L1Lピz.:::.!L-l

と定式化される。

すると，技術不変一労働投入係数と資本係数

が詞ーでありつづける で，世界市場価格も不

変とした場合，賃金の安い直において生産すれ

ばそれだけ超過利潤がえられる。そこで，賃金

の低廉な諸国に資本が向かう傾向が生まれる問。

もし，それだけで資本移動が生じるならば，賃

金率と利潤率を菌標的に均等化するような資本

の運動が世界市場を舞台に展開されるであろう。

だが，そうはならなL、。何よりも賃金率の菌擦

的相違のみで資本移動が生じるわけではない。

キンドルパーガーの条件とレーニンの条件が必

要とされるからである O

資本輪入国の賃金が資本輸出国に比していか

に低廉であっても，資本輸出国企業は，輸入国

企業に対する何らかの排他的にかっ持続的に保

有する優位なしに輸入冨で操業しでも，安定し

た利潤は獲得しえない。投下される資本がもっ

こうした排他的優位性をキンドルパーガーは

「独占的優位monopolisticadvantageJと述べ

たのであった刊。そのような優位性比競争が

53)リカードゥ裂貿易論と痕接投資識を結びつけるにつ

いては，佐々 木隆生，前掲警の第7重量を参煩された

い。式 (27)の原型もその第宮節に言及されている。

なお，この式を実誌に適用するために，為替棺場や

法人税率などを入れて定式化したものとしては，

Narita (1999)がある。

54) Kindleb己rger(1969)，pp.11-14(邦訳， pp.26-29). 
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価格競争を内容とし，価格を決定するのが生産

性の高さである場合一単純化のために寡占的競

争や非価格競争の場合を度外視しようーには，

誼接投資企業が現地企業に対しでもっ生産性の

高さ，つまり技術的な優位性に求められる。そ

こで，一般的に，技術的に優位にある固から劣

位にある国に対して直接投資がなされると考え

て構わないであろう。産接投資はそのよううな

非対称性をもっているのである O

しかし，そのような優位を持つ国の資本が自

国で操業する場合と同様な技術的優位を実現す

るには，資本輸入国において，その技術水準に

相応しい労働の費やインフラストラクチュアー

などの生産環境を必要とするであろう。このこ

とを指摘したのは， レーニンのF帝国主義』で
ある。余り注意されることがなかったが， レー

ニンは「資本輪出の可能性は，一連の後進国が

既に世界資本主義の運行のうちに51き入れられ，

鉄道の幹線が関連するか建設されはじめ，工業

諸国発展の初歩的条件が確保されている，等々

のことによって作り出される」と述べたのであっ

たヘマルクス派の国擦資本移動論はこの叙述

よりも「資本過剰」問題に注意を集中し，また

国際経済学は，一般に労働の費やインフラスト

ラクチュアーの問題を扱ってこなかったため，

投資の際に受入閣の備えるべき条件としての

「資本輸出の可能性jには自が向けられてこな

かった。だが， レーニンの示す条件は，キンド

ルパーガーの条件と並んで，直接投資論を考慮

ただし，キンドルパーガーは完全競争が成立して

いる場合には直接投資は存在しないとしているが，

これは悶 dの生産関数を暗黙に前提しているからで

あり，本エッセイのように国民間における労働の質

の棺逮， したがって生産関数の相違を前提すれば渡

接投資がありうる。また，キンドルパーガーには，

留際貿易論の枠組みとはJjlj偲のところで直接投資に

ついて検討しているという問題も存在する。佐々木

隆生，前掲警第7重量は，キンドルパーガーの指摘を

~際貿易論モデルに整合的な形で考察しようとした

ものでもあった。
55)レーニン(1957[1917])， p.278 

するときに興味深い論点を浮かび上がらせるこ

とになる。

キンドルパーガーの条件，つまり独占的優位

が存悲したとしよう O すると，資本受入国の企

業に対して技術的に優位を占める投資国企業が

直接投資を行うことになる。だが，そのような

優位をもたらす技術は，先進国の費の高い労働

や港湾，道路，通信網，言電力供給力などといっ

た優れたインフラストラクチュアーを必要とす

る。そこで，たとえば，技術水準なり生産性水

準の格差を反映した賃金格差が存在し，賃金の

高い国から低い国に生産力の平準化をもたらす

ように資本が移動する契機があっても，生産力

平準化作用には限界が生じる。賃金がいくら抵

くても，労働の質が技術水準に対応していなかっ

たり，インフラストラクチュアーの未整備があ

る場合には，直接投資はなされるべくもなL、か

らである。モデルにそくして言えば，資本財が

世界市場商品でどこでも購入しうるとすれば，

投資国企業と向ーかそれに近い労働投入係数が

資本受入国でも実現しうることが鹿接投資には

欠かせないのである。資本受入閣の内的な発麗

が相応に存在しない限仏外国企業の直接投資

を受け入れた発展自体ありえないとも言えるで

あろう。

こうして，発展途上国が期待する技術移転を

伴う工業部面での誼接投資は，一定の条件を備

えた諸国に集中することになる。同じアジア低

賃金諸国の中でも直接投資が向かう諸国は急速

に工業化に向かい，そうでない諸国は停滞する。

同じEUの「途上国Jでもアイルランドやスペ
インは急速に成長し，ギリシャはそれほどでも

ないという結果がもたらされる。ときには資本

移動の方向は格差を拡大する効果すらもつであ

ろう。基本的には，その国民経済内部の学習に

基づく，あるいは投資に墓づく生産性上昇の可

能性が国際資本移動の方向をも決定する。国民

経済の有界性がもっ意味は大きいといわなけれ

ばならなL、。しかも，前に述べたように，先進

国の比較優位部門の資本は母国に存在する
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条件や労磁の貿の高さにしたがって外国には移

動しない。結果的に直接投資が自由になされた

としても，生産関数や賃金，利潤率の国襟的平

準化は実現しないのである。図3のような資本

移動の効果は極めて部分的にしか生じないとみ

るべきであろう。

関接投資は利子を求める資本移動だけに，そ

のような問題が生じないように考えられるかも

しれない。換言すれば図3でみたような効果が

生まれると，思われるかもしれなし、実際，まだ

間謹投資が十分自由化されておらず，多田籍企

業による「相互投資J アメリカとドイツが

互いに投資国でありながら被投資国ともなると

いう事実 を観察した経済学者の多くは，間接

投資では利子率なり長期利回りにしたがった投

資が一般的に生じるという確信を前提に，多額

籍企業の「新しさJに注目したのであった。だ

が，間譲投資の事実はそれとは異なる様相を伝

える。直接投資も含めて関際資本移動の大半は

先進国棺立問で生じている回。 1990年代前半に

おける国際収支ベースの直接投資フローの内，

先進国には低い年で58%強，高い年で85%弱の

資本が流入し，証券投資 (portfolioinvestω 

ment)フローは94年の約73%を別にすれば，

通常の年には85%以上が先進国に流入し， 95年

には90%を上田っている5九グロスの取引きで

は，おそらく先進国が証券投資に占める比重は

はるかに高くなるであろう。しかも，証券投資

では，直譲投資と異なって，先進冨からの流出

よりも流入が大きい年が珍しくないのである。

貯蓄過剰の先進国が貯蓄不足の発展途上国に対

56)直接投資が先進国から途上国へという形でなく，先
進国間の穏互投資という形をとっていることは，こ
のエソセイで先に述べた直接投資論と矛盾するもの
ではない。第1に，キンドルパーガーの条件が示す

ように投資企業に優位性がなければ投資は生じない
し，第2に，先進国間の現実の投資にあっては単な

る生産力格差ではなく独占や索易障壁などが重要な

役割を演じているからである。本エッセイの考察は，

こうした領域にも十分拡張可能である。

57) IMF (1997)， Part 2， pp.64叩65，and pp.70-71 

して資本を供給するという構図から現実は遠く

離れる。自由な国際資本移動が貯蓄と投資の不

均衡を埋めながら世界的な生産力と利潤率・利

子率の平準化をもたらしているとは言い難いで

あろう。

この現実は，先進留において貯蓄不足が生じ

てきたということを除いたとすれば，一方では

先進国における資本市場統合の進展が，地方で

は発展途上国におけるリスクや政治的障壁，情

報の不足，制度の未整備などが国際資本移動に

大きく作用していることを示している。確かに

途上盟への証券投資は今日でもなお19世紀の対

南米投資や対ロシア投資のような冒険を伴うも

のであるかもしれない。いや，かつてのように

債務不履行留を積権盟や積権国の管理下におい

たり，種々の利権を債務の肩代わりに獲得しえ

ないだけに，投資にともなう 1)スクは大きくなっ

ているとも言えるかもしれない。問題はこうし

た現実が指示する意味である。抽象的に市場だ

けを見る経済学者には， こうした現実は，市場

に外生的な障壁が国際資本移動の機能の十全な

開花を妨げているとしか見えないであろう O だ

が，それらの諸問題は現在に限らず過去にも

在したし，将来も経済発展の過程では当然のよ

うに存在するであろう。むしろ，そうした諸問

題に過敏なほどに反応せざるをえない脆弱性を

証券投資はもっているとも言えるであろう。そ

うであれば，爵際資本移動についての楽観的な

処方筆，たとえば効率的市場仮説の上に語られ

るような処方議は，ありもしないパラダイスを

舞台に描いたものでしかなく，現実の発展や均

衡に際して自由な層際資本移動に過度の期待を

もつわけにはいかないと言うしかあるまし、。つ

まり，発麗途上国の政治的成熟と安定，制度の

整備，不透明性の克服が求められるのは当然、と

しても，閤際資本移動に委ねて世界的な均衡が

達成されるという楽観は到底もちえないのであ

る。

ついでながら，国際資本移動を引き起こす利

子率の格差にしても，貯蓄一投資の不均衡や資
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本の限界生産力はもとより，古典派理論モデル

が示唆する要関によって決定されているとは言

いがたいことにも注意を向けておく必要があろ

う。 19世紀の自由な国際資本移動の時代に発行

された発展途上国証券の多くは政府保証債であ

り，それによって資本を調達した企業がそれゆ

えに安心して過大な投資を行ったりしたのであっ

た。インドやアルゼ、ンチンの広軌条鉄道はそう

したエピソードを伝えている問。つまり，政府

保証債を発行して資本を調達した外国資本支配

の鉄道企業は，自らの営業利益からではなく，

農民などに課された税をもって錆券利子などを

支払ったのであった。資本の移動自体は利子率

の国擦問の相違に基づいていたが，肝心の利子

率や利自りなりはモデルに前提される貯蓄と投

資の不均衡や限界生産力などから遠く離れた事

情に基づいて決定されていたのである。

このような諸問題があっても，確かに，資本

は報酬の国際的相違に対応して極めて速く移動

しうるであろう。事実，カヴァー付き金利は先

進国閣で収数する方向を見せている5九だが，

第2の，投資の偏在とは加の緊張がここには存

在する。それは，果たして利潤率なり利子率が

世界的に平準化することが望ましいのかという

基礎的な理論的問題にかかわる。

どのような経済体系もマクロ経済的な均衡を

保ちながら成長してゆくためには適正な所得分

配がなされる必要がある O これを鳴らかにした

のはパシネッティ定理であった。ハロッドードー

マー (HarrodφDomar)の成長モデルからそれ

を明らかにしておこうO まず，ハロッドにした

がって，労働と資本の完全雇用と両立する成長

自然成長率gnと言われるがーを規定しよ

う。今期の国民所得が前期よりもどれだけ成長

しうるのかは，資源の完全瑳用にあっては，前

期に比べての労働人口増加率Uと労働者1人あ

58)佐々木E量生，前掲警，第E部を参照されたい。

59) Obstfeld (1998). p.13.およびFrankel(1993). 

pp.58司65.

たり生産性上昇率λに依存する。簡単にする

と，近似的に次の式が成立するヘ

(28) gn = V十λ

これは，所与の資源と技術を投入したときに

得られる最大限の成長率とも言える。次に，成

長が生ずるときに， ドーマーが明らかにした条

件が必要とされる。ケインズ的考察から，投資

水準Iは乗数効果を通じて有効罷要乙を決定

する。 (21)を関鎖体系に戻して考えると，国

民所得は消費と投資からなり，そこから所得の

増分について，

(29) Ll}d 
M 

S 

が得られる。ここで国民所得に占める貯蓄を表

現する貯蓄率sは乗数の役割を果している。他

方，同時に，投資は資本ストック Kの増加を

通じて生産能力の増加をもたらす。資本一康出

比率あるいは資本保数をk= K/Y;とすれば，

投資がなされれば生産力の増加は次の形をとっ

て表わされる。

(30) LlχすI

需要の増加分と生産力の増加分が一致するため

には (29)と (30)の所得水準が一致しなけれ

ばならなし、。そこで，

ム1 1 
(31) ~ =ーI
S κ 

が求められる。投資成長率は同時に所得成長率

に等しいことから， ドーマーの保証あるいは適

正成長率，つまり資本蓄積が存在する世界での

60)資源の完全利用を前提にすると，今期の国民所得は

前期の国民所得に比して (1+v)と(I十めを乗じ

た分だけ大きくなる。ここから自然成長率をllff出で
きるが.vにえを乗じた項は極めて小さな値となる

ので， これを無視すると自然成長率は労働力増加率

とl人あたり生産性上昇率の和となる。
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均衡成長率ιが縛られるへそれは，

(32) gω 
S 

k 

となる。完全雇用成長にあっては，ハロッドの

自然成長率とドーマーの保証成長率は一致しな

ければならなし、。そこで，

(33) gn 'コ，

としサハロッド…ドーマーの方程式が導かれる。

ここで， さしあたって古典派と同様に総貯蓄

が利関Pから生じるとすると，貯蓄率は資本

家の貯蓄率 Scと等しくなり，資本ストックを

K とすれば，パシネッティがケンブリッジ方

程式と呼んだ式，

P 1 
(34)つr = -q. 
11.. Sc 印

が得られる。ここでは完全躍用成長に対応する

長期均衡利潤率が規定されている。もし資本家

の貯蓄率，資本…産出比率，自然成長率が時間

の経過とともに一定あるいは大きく変動しない

とすれば長期の均衡成長のためには利潤率，さ

らに利組と賃金への分配比率は一定の値をとら

なければならなL、。そして，賃金の国民所得に

占める比率が一定とされるならば，総賃金およ

び賃金率は生産性上昇率と歩調をあわせて上昇

しなければならない。パシネッティの言葉を借

りれば， r利潤が，資本蓄積と資本家の消費の
ために用いられた後に，技術進歩の恩恵、は労動

者に由っていく」ということになる制。

ケンブリッジ方程式は，体系(1)， (2)に

基づいて見た動学的均衡条件付)に親和的に

なっている。均衡にあって一定の利潤率が存在

61)ドーマーの成長論については， Domar (1946)， 

Pasinetti (1974)， pp.93-95ハロッドードーマー型

モデルについては， Jones (1975)が他のモデルと

の比較を含めて丁寧な説明をおこなっている。

62) Pasinetti， ibid. p.99 (邦訳， p.120)。

するとすれば生産性上昇の成果は賃金に臨され

なければならないからである。同時に，式

(34)は，自然成長率に対して一定の利潤率が

存在すること，言いかえれば自然利潤率とでも

いうべきものが存在することを示している。よ

り単純に考えて，資本家は利潤をすべて貯蓄す

る，つまり Sc= 1と仮定すれば， 自然成長率

を達成するためにはそれと関じ値をもっ利潤率

が存在しなければならないということになる。

いささか厳密さを欠くが，通説的に均衡にお

いて利潤率が利子率と一致すると仮定すれば，

あるいは限界企業利潤率が利子率と等しくなる

と考えれば，式 (34)の利潤率は貨幣的変動の

無い世界での均衡資本利子率とも言いうるであ

ろう。ヴィクセル (Wicksell)のように実物資

本が生み出す資本利子を自然利子率と規定し，

名目的な貨幣的価格変動をカヴァーする科子率

を貨幣的利子率としてそれから毘Bせするとすれ

ばベ自然利潤率を自然利子率と呼びうるかも

しれなし、。ただ，自然利子率という概念につい

ては異論もあり，別により深い経済学的考察が

必要とされる制。したがって，当面しては， 自

然利潤率は動学的にマクロ経済均衡を保つ成長

に対応する一種の均衡資本利子率とも解釈しう

ると述べるにとどめよう。あるいは，そこまで

ないとしても，大半の経済学が認めるよう

に，利子率水準が何らかの形で利潤率水準に対

応していると考えて，自然科潤率から一定の均

衡利子率の存在が少なくとも示唆されると

るであろう。大切なことは，各国民的経済体系

がそれぞれに自然成長率をもっときに，同時的

に体系が自然手Ijl関率なり均衡手Ij子率をもつこと

を式 (34)が指示しているということにある。

このように考えると，一方で，自然成長率を

63) Wicksell (1936 [1898])。
64)ヴィクセルと違って，価格変動を補い時間を遜じて

鱗貿カを維持する利子率を Pasin母tti(1981)は自

然利子怒と規定し，その上で自然利瀦主将と自然利子

率の裁定から利子率が資本利子となる媛望を示して

いる。
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実現するだけの資本蓄積に必要な貯蓄の不足が

所得の絶対水準の抵位から生じたり，逆に貯蓄

過剰がある場合に国際資本移動が均衡した成長

を支持することは確かである O だが， これまで

見たように，そうした場合にのみ冨際資本移動

が生じると必ずしも限定しえないばかりか，国

民的経済体系に固有の自然科潤率なり均衡利子

率があるとすれば，自由な資本移動が手IJ潤率や

利子率の平準化をもたらす作用をもっとしても，

そのような作用を望ましいものと直ちに言うこ

とはできなし、。第1に，資本流出国にしても流

入国にしても利潤率や利子率の自然、あるいは均

衡水準からの黍離に霞面するであろうし，第2

に，そうした翠離から過度の資本流出や資本流

入の可能性が生まれるからであり，第3に，国

民的経済体系の均衡から離れた利子率の決定は，

経済体系を均衡に導こうとする金融政策を機能

不全に縮れるからである。ケインズは， I世界

の資源を開発するための純粋に新しい投資Jや

「均衡の維持の助けとなる黒字盟から赤字国へ

の(資本)移動Jを肯定しつつも， I園内経済

の全般的運営は，世界の他の場所で適用されて

いる利子率に関係無く適切な利子率を適用でき

る自由に依存しているJと述べて間際資本移動
の自由に反対したのであった6九そこには，短

期のみでなく「最も基本的な長期にわたる理論

上の理由」が存在したのであったが，ケンブリッ

ジ方程式はケインズの懸念に十分の理由を与え

ていると言えよう。

さらに，別儲の， しかも研究がまだなされて

いない問題について，ケンブリッジ方程式が国

擦資本移動の説明に重大な問題提起を行ってい

ることを看過してはならなL、。既に見たように，

図3の説明は，資本蓄積の進行が利潤率なり利

子率の低落を伴うという命題の上に成り立って

65)ケインズの主張については， Keynes (1980)， 
pp.30-31 (邦訳， pp.34-35)， pp.52ω54 (pp.57-59)， 
pp.86-87 (pp.93-94)， pp.129-130 (pp.138ω139)， 

pp.148-150 (pp.159-16D， pp.185-188 (pp.198-
200)， p.276 (p.304)などを参照されたい。

いる。しかし，ケンブリッジ方程式は，他の変

数に比して安定した変数である資本 産出比率

あるいは資本係数，労働力増加率 1人あたり

生産性上昇率，貯蓄率に対応して，長期にある

安定した利潤率が自然利潤率であることを示し

ている。分配率は， 19世紀の第3四半期以後は

ある安定性を保ってきた。変動があったとして

も，自営業の減少や福祉政策の普及などの控史

的変化を別にすれば，一方向にのみ変動すると

は決して言えないであろう。そうであれば，図

3を支える命題には根本的な疑義が生じる。利

子主容に加算されるリスクや遅行経済に特有の急

速な技術吸収を除いて 1人あたり生産性上昇率

だけを考えた場合には，技術が収穫逓増の性格

をもっときに資本蓄積の進んだ経済が高い自然

利溜率をもちうるからである。そして，長期の

利潤率の変動要因について言えば，今日の経済

学は何か明確な説明を与えているわけではない。

実際，車接投資は投資企業が国内に残留する場

合と外国に投資する場合の企業の利潤率なり成

長率に基づいてなされるのであり， これは長期

利潤率とは直接に関保がないであろう。先に，

国際資本移動が先進国から発展途上国に向かっ

ているとは揺らないことに触れたが，その問題

を確かに把援する上でもケンブリッジ方程式の

もつ意味を無視することはできない。そして，

もし先進国間投資が均衡利子率水準などから自

然であるとされるならば，国際資本移動が自由

な資本市場を通じて遅行経済，発展途上経済の

生産拡大を確かにし，資本蓄積を加速するとい

う結論を導くことはなしえないのである。あら

ためて，自然利潤率と均街利子率の長期変動に

ついて現代経済学は踏み込む必要を迫られてい

るのではないであろうか。これまで十分研究さ

れてきたとは言いがたい諸問題が国際資本移動

については多く存在するが，これもその lつで

あろう。

国際資本移動がもたらす緊張関係については

他にも種々指摘することができる。たとえば，

国際資本移動は債務閣に資本を与えるが問時に



34(214) 経済学研究 50-2 

利子・配当を引き上げるのであり，一方では戦

後しばらくのラテン・アメ 1)カに見られたよう

にアメリカへの純資金流出が生じたり，地方で

はかつてのイギリスがそうであったように利子・

配当への国民経済体系の寄生化が生まれたりも

する。完全襲用状態からの資本流出は失業を生

み出し，資本流入は既存資本の遊休を生み出す。

市場における金融が理念的調和を体現するばか

りでないのと同様に国際資本移動にもあれこれ

の緊張関係や矛窟は存在するのである。これ以

上，国際的経済流東のもたらす問題のリストを

長々と挙げる必要はないであろう O これまでの

概観によってミルが抱いたような調和的世界の

実現が容易ではないことが明らかとなったであ

ろう。間際資本移動についての研究は国際貿易

論に比して驚くほど少ないが， これ以上の深入

りは国際経済学や関際政治経済学の専門の論文

に委ね，世界市場が内告する緊張関係に関連し

てなお lつ重要なことに触れることにしよう。

国際的政府の不在:剥き出しの市場

国際貿易や国際資本移動などの経済的流束に

関連する問題とは別に，世界市場はその構造自

体に内荘する緊張関係を抱かざるをえない。

何よりも第1に，世界市場も市場である眼り，

どのような市場にも生じる不安定をまぬがれる

ことはできない。否，むしろ世界市場は剥き出

しの市場に他ならず，それだけに市場が演ずる

様々な失敗を典型的に示してきたとも言える。

19世紀の恐慌はイギリス経済の不均衡から誼接

じたというよりも，アルゼンチンなど南米，

あるいは中国市場への綿工業の過剰な期待の反

転， さらに大陸ヨーロッパやアメリカの鉄道ブー

ムの崩落を引き金にしていたし，それら国際的

経済関保の不均衡がもたらす金の流出入が金融

パニックに密接に関連していたのであった。そ

の意味では，世界市場は，市場社会一般がもっ

不安定性と国際的経済流東にかかわる緊張とを

併せ持つのを宿命としている。

問題の指摘はここで終わらなL、。第2に，剥

き出しの市場としての不安定性から逃れること

ができない世界市場の特徴が彫られているコイ

ンの裏側には，国民経済において供給されてい

る公共財や安定化装置の欠如，それらの統一的

枠組みの欠如がある。

貨幣制度を考えればそれは容易に理解できょ

う。個々の国民的経済体系にとって続ーしたニュ

メレールは不可欠である。それなくしては価格

体系の統一的表現は存在しないし，また価格安

定を図る基盤も与えられない。だが，世界市場

に続ーしたニュメレールは存荘しない。ただ種々

の通貨問を一定の回定した比率である平価

(parity)が，あるいはそのような平価さえ欠

いて変動する為替相場が世界市場における価格

体系をもたらす。金銀複本位棋や変動相場制の

不確定性は世界市場につきものの問題とも

る。それは， しかも，貿易経路を撹乱し，ある

いは資本移動に為替リスクをもたらして資本市

場の統合を妨げるであろう。

たとえ相場を国定しでも問題は生じる。経済

体系間で生産性上昇は不均等に進行し，名目的

物依も各国ごとに巽なる歩調で上昇するであろ

うO そのような国民的経済体系の相対的関保の

変化はむしろ為替相場に正確に反映するほうが

望ましいからである。

長期にみた為替相場の望ましい水準はリカー

ドゥ・モデルから容易に引き出すことが可能で

ある。仮定 (8)が比較生産費原理で決定的な

役割を果たしていることは前に述べたが，第2

財がニュメレールであるとすれば，第1財の両

国の価格関係は，

川一ハ
μ

九一
1
切

九一'切
れ一

ρ

で表現される。ニュメレールが第2財である限

り，価格表現を受ける財の数がいくら増えても

国際的価格上ヒあるいは国際的相対価格の表現方

法は変化しない。つまり，すべての国際的相対

錨格表現は，その財の比較生産費あるいは相対

生産費をニュメレール財の相対生産費で除して
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得られる。ここで， α国が第2封l単位に10ポ

ンドという名称をつけ，b国が向じく 1ドルと

いう名称をつけたとしよう。すると各国の価格

は等しく第2財をニュメレールとして表現され

たとしても，統一的な表示を得られないことに

なる。そこに為替平価や為替相場に通じる問題

が生じる。両国の財の価格を比較するためには

つまり世界市場において統ーした価格表現を実

現するためには，たとえばb国の1.5ドルの第

1財倣格をα国の 8ポンドの価格と比較しう

るように， α盟通貨建てにして 1ドル=10ポン

ドという一種の為替平価で b盟第 l財の価格

を表現しなおす必要がある。 P1bここ1.5x 10ポ

ンド=15ポンドとなってはじめて，b国第 1財

価格は G国のそれよりも 7ポンド高いことが

わかるのである。ちなみに，為替棺場は「自国

通貨建てjとか「外国通貨建てJの2種類で表

示されうるo $ 1 =~100というのは， 日本に

とっては「自国通貨建てJ相場であり，アメリ

カにとっては「外国通貨建て」相場である。評

価対象となる通貨1単位をどの通貨で表示する

のかが問われているのである。通常，国際経済

学では「自関連貨建てJが用いられるが，この

場合には右辺が大きくなることが「安くなるJ

ことを意味し，小さくなることが「高くなる」

ことを意味する。

さて，これまで述べたことから明らかなよう

に，両国の財の価格比較は，Ej をもってj宙通

貨建て為替相場を表せば，より一般的に，

(35.a) ~ib = ( ~'K i/ムェムlムL
九¥12b ~a /1 九九112sa

と表すことができる O さらに現実に近づけよう。

金本位制度の時代でも貨幣名称は賞金濡の重量

単位から離れていったし，今日の世界では，現

実には金や銀のような価値尺度財があるわけで

はない。各国がそれぞれ任意の貨幣表現をもっ

て価格体系をつくりあげている。そして，それ

ぞれの貨幣1単位はそれぞれ各層のいくらかの

労働を支配しうるというのが現実であろう。そ

こで，各国の貨幣1単位が支配しうる労働量を

μ1で表すことにしよう。すると， (35.a) の

12b /12aをドルとかポンド，月といった各国の

貨幣1単位が支配する労働を表現する μfの比

に置き換えて次のより一般的な表現が可能とな

る。

(35.b) Pib !:.iιI /1:， 
九/μsa

ここから，世界市場で適切な価格表現がなされ

るためには，貨幣の支配する労働最の比，別言

すれば名目的棺対物価水準の変動に対応して為

替相場は変化しなければならないことが明らか

となる。自国でインフレーションが生じて貨幣

1単位の支配する労働量が半分となったときに

は，自国通貨建て為替相場は式 (35.b)の右辺

分母部分の値を不変とするように為替相場の植

は大きく，つまりは「安くJならなければなら

なL、。そうならない場合には名目的な錨格変動

が実質的な意味をもってしまうであろう。

これだけではない。今，単純化のために財が

lつしかないとしよう。現実の関際的相対生産

性変化は多くの財の不均斉な相対生産性の変動

から構成されるが，仮に 1つの財が 1つの国の

生産性を代表するとすれば， (35.b)の右辺分

子部分は両国の相対生産性を表現していると考

えることができる O ここで，価格方程式(6) 

と (35.b)から，

P1b _ 11bWb llb /μb (35.c)点以一 一…-
P la 11aWa lla 1μsa 

を導くと，

的一一山
監
叫

η
A
V
 

となる。つまり，両留の賃金比あるいは相対賃

金率が両国間の貨幣関係と関連することが明ら

かとなる。そこで，たとえば留の生産性が 2

倍になり労働投入係数が半分となったとしよう。

この場合に，経済体系の均衡を保つように，生
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産力上昇に合わせて賃金率が上昇するためには

為替相場が小あるいは「高く jならなければな

らないことが明らかとなる。そうでない場合に

は，生産力上昇の成果は賃金に回らずに，他に

漏出してしまう。国擦経済学に親しい人々には，

この問題が「要素交易条件j問題にかかわるこ

とが容易に理解できるであろう。アメリカに比

して日本の生産性が上昇した場合には，円が高

くなることによって対外的にみて日本の労働者

の購翼力が上昇する必要があるとも言えよう。

そのことは 2財しかないモデルで， しかも完

全特化を想定すれば容易に理解できるであろう。

もちろん，労働者が賃金で購入する財やサービ

スの内容は多様で， しかも成長とともに変化す

るし，諸部門の生産性上昇率は不均等に生じる

ので，単純にそうは言えない側面もあるが，そ

うした問題はより専門的な考察に委ねよう 6ヘ
ただ，為替相場変動が経常収支に影響を与える

問題に関しては，多数財モデルに言及しないわ

けにはいかなし、。そこで，同じように生産力上

昇があった場合を多数財を例に考えてみよう。

員オがnだけ存在し， その場合のインデック

ス・ナンバーが次のような序列にしたがってい

ると仮定しよう。つまり，

(37) -';lι>~ι > l3ι> ... >ム斗ι>
lla' 12a - l3a -...' l n -la ' l間

のような相対生産性あるいは比較生産費の降JI聞

になっているとしよう O これは a~認の比較優

位の高い!頗序に財をならべていることを意味す

るO そこで， (36)の右辺と同じ値をもっ相対

生産性の財で相対価格は lの績をとり，そこか

らナンバーの小さい討は比較優位射となりナン

ノイーの大きい財は比較劣位財となる。極端だが，

他の事情に変化なく α国の生産性がすべての

66)紛が多数に及ぶような問題については，Dornbusch， 

Fischer and Samuelson (1977)，さらに佐藤秀夫

(1994)，佐々木隆生(1995)を参照されたい。なお，

為替相場に関する本エッセイの立識も後者において

つとに明らかにした方法を用いている。

生産部門で2倍になったとすれば，以前に相対

価格が1であった財は比較優位財に転化するで

あろう。比較優位と比較劣位をわかっ財のナン

イーはもっと大きくならなければならなL、。つ

まり，相対生産性の変化は一指対生産性の変化

は部門毎に不均等に生じるので単純には言えな

いが 比較優位財と比較劣位財の構成を変えて

しまう可能性をもつのである。その結果，世界

市場におけるそれぞれの財への需要に大きな変

化が無いとすれば，相対生産性の変化は貿易収

支の変化を生む可能性をもっ。相対生産性がα

からみて改善されていったときにはα習の輪

出財の種類は多くなり，貿易は慢性的な黒字へ

と向う可能性が生れる問。そのような貿易収支

の恒久的な変化がマクロ経済的均衡からみて望

ましくない場合には為替相場が変化することに

よって，今の例ではEが小あるいは「高く」

なることによって調整されるのが望ましい田)。

こうして， リカードゥ的なモテ、ルの中で、考え

ると，相対生産性，相対インフレーション率の

変化に応じて為替相場が調整されるのが望まし

いことが明瞭となる。為替相場のファンダメン

タルズといわれるものの基礎がここにある O

しかし，世界市場価格体系が各国のマクロ経

済的均衡や自然、的均衡と一致するように為替相

場や為替平価が定まるシステムは存在しなし、

不均衡が生じたときに適切な調整を担う国際的

な公共財供給者，つまり国際的政府が存在する

わけでもない。このため，第l次大戦までは国

67)相対生産性の変化が貿易収支も実質賃金も変化させ

ない場合も存在する。それまでの比較優位財部門の

生産性だけが上昇するにすき、ないならば，比較優位

と比較劣伎をわかっ財の相対生産性は変化しないか

らであるo発展途上国のモノカルチュア一生産部門

や日本の輸出産業部門だけで生産性が上昇し，需婆

はそれまでと変化しないような場合を考えればよい

であろうo

68) Dornbusch， Fischer and Samuelson， op.cit.， 
はこの問題を，コブωダグラス型の需要関数を導入

して考察しているo需要関数としては余りに制約が

多いが問題を理解するよでの一助となろう。
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際金本位制度が各国で採用されてきた。それは

為替平短調整を国民国家の経済高権に委ねたが，

閤民的経済体系は金準備によって制限され， し

たがって為替相場が下落して金準備の減少が生

じるような場合には，対外均衡の維持が対内的

なマクロ経済均衡に優先するという宿命を各留

の経済体系に負わせていた。対外支払い準備が

枯渇すれば国民的経済体系は対外的には破産す

るであろう。したがって，為替相場の下藩や金

準備の減少は緊縮的な金融政策や財政政策をも

たらさざるをえなかった。そうした効果が，園

内銀行券の発行を金準備に厳格に基礎付けてい

たピール条例下のイギリスにおいて典型的に生

じたことは理知のところであろう。イギリスは

当時「世界の工場」であり「世界の銀行Jであっ

たにもかかわらず金の流出入によって金融政策

を左宕され，その結果，景気循環，ことに景気

後退は過度に増幅されたのであった。しかも，

国際金本位制は，調整責務については一般的に

債務国に負わせるという特徴をもっていた。

1929年恐慌後の金本位制度の崩壊と保護・差別・

双務主義への移行は国際金本位制度を葬るもの

であり，各国が対内均衡を優先させようとする

試みを含んでいたが，為替相場の不安定，世界

市場の解体と過度の経済対立を4惹起するもので

あった。

第2次大戦後のブレトン・ウッズ体制は，金

本位制度と同じ為替相場安定を求めて罷定相場

制度を採用しつつ，各国のマクロ経済均衡維持

を容易にするためにf棄権問にも調整責務を負わ

せるものであった。希少通貨条項などがそれで

ある。より具体的に言えば，積務国に十分な金・

外貨準備がなく，債務閣に金融的な圧力が加わ

るときには，中心的大閣にして債権回が，必要

な外貨の融通，自国の優先的需要喚起政策の採

用や輸入促進，そして資本供給などを行い，そ

れらによって債務臨の圧力を軽減することが組

み込まれていた。 IMFが加盟国自国通貨によ

る基金拠出分に対応して行うクレジット・トラ

ンシュや1960年代はじめの GAB(一般借り入

れ取り決め)などの制度的措置，そしてマーシャ

ル・プランにはじまる各種援助などは意識的に

追求された調整措龍であった。だが，調整のた

めのグローパルな機構は極めて不十分であり，

IMFはグローパルな「最後の貸し手」とはな

りえなかった。自然，国瞭的な資本の再配分や

所得再分配は債権留にして強留のアメリカの意

思に委ねられた。「ドル不足」期の各種の援助

はIMFやIBRD(盟際復興開発銀行)などの

閤際機関ではなくアメ 1)カと被護助国の双務的

関係の中でなされた。したがって，アメリカの

経済的な支配力の低下と「ドル危機」の形成・

発展とともにシステムは次第に機能を低下させ，

戦後はじめてアメリカの費易収支赤字が生じた

1971年にシステムは放棄されざるをえなかった。

そればかりではなし、。 IMF国定相場制は，固

定相場制度閤有の対外均衡と対内均衡の間のジ

レンマから各国を絶えず緊張にひきずりこみ，

適切な為替平錨調整もファンダメンタルズに対

応して十分なされることはなかった一平価変車

は政治的決断を必要とし，それはまた政治的コ

ストを要した。それでも自由・無差別・多角主

義的市場が国際貿易面では次第に形成されていっ

たが，対外均衡とくに国擦収支均衡の要請と国

内経済政策の自律性確保の必要から爵際資本移

動については国民的な規制と管理が課されたヘ

アメリカが金とドルの交換を停止した1971年8

月15日のニクソン・ショックはブレトン・ウッ

ズ体制を根震から揺るがし，以後為替制度は各

国の自由に委ねられてきた。アメリカと日本は

変動相場制安採用し， ヨーロッパ共同体は当初

域内固定相場制，後に単一通貨制度に移行して

きたが，変動相場制捜:は，自由な為替市場での

69) IMF 回定相場制jで~際資本移動に制限が課されて

いたことは，自由な資本移動，為替相場の裁重量的な

操作，裁量的金融政策が同時に設存しうるかどうか

という問題に関わり，また自由な資本移動承認した

場合に国定相場制度が「安全な投機Jを保証すると

いう問題にかかわる。変動相場制への移行と資本移

動には，したがって関連が存在する。この点につい

ては，後に詳しく論じる。
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安定した均衡為替相場の実現に失敗してきた?九

年率にして相対生産性や相対インフレ率がわず

か2，3 %しか動かない世界で l臼に10%以上

の変動が生じるのを時時代はあまりに多く体験

してきた。国際資本移動が自由となった世界で

は， 1990年代末の 1日の為替取引き高は，主要

市場をみただけで 1兆ドルをはるかに上回るよ

うになっているが，経常取号iから生じる為替叡
引き:高はその中の 2%もない。言い換えれば，

為替相場は，経常取ヲiから生じる為替需給では
なく， Iどの通貨建ての資産をもてば有利か」

という判断にZ王者されるものとなり， しかも乱
高下を経験するようになったのである O このた

め，変動揺場制に移行して以来，国際金融論の

課題は，オーバーシューティングー均衡点を越

える一時的なレート変動…やウボォラティ 1)ティ

絶えず乱高下する不安定さ…に見られる臆弱性，

そしてミスアライメントーファンダメンタルズ・

レートからの持続的な大きな恭離ーの犯人課し

を続ける破臼となった。

これまで為替相場について少し立ち入って検

討してきたが，その理由は，問題が典型的に国

民関家の枠組みの中では解決しえない性格を示

していることにある。地にも，国際的コード，

規準の決定問題や環境問題など同じような性格

をもっ諸問題があることはよく知られている。

あるいは同様に国際平和なども国擦公共財と考

えることが可能で、ある。それら掴々の問題に踏

み込むのは別の研究に委ねることにしよう。

だが，これまでの検討から世界市場にかかわっ

て避けて通れない問題が見えてくる。世界市場

がもたらす多くの諸問題，つまり先に述べた国

際貿易や国際資本移動に伴う諸問題については，

さらにグローパルな解決は無理で、あるとしても

為替相場の安定と調整の開題なと、についても，

国際政府が不在という条件の中では，それぞれ

の国民国家がそれぞれの国民的経済体系に対し

70)変動紹場君主jの問題点については，本エッセイでは盃

で触れる。当面は事実の確認で十分であろう。

て責務を負って問題の解決を担ってきた。だが，

一体，国民国家は，世界市場との関係で生じた

緊張関係を自己の枠内で解決しうるのであろう

か。この問題の検討は，無論，田家と市場のか

かわりに踏み込むことを要請する。そして，そ

れはまた，ホップス的な国家システムと世界市

場の相互関係の領域に対する検討をも生み出す

であろう。 (未完)

(付記)本論文は，文部省科学研究費補助金基殻研究A

(2) I西ヨーロッパと東アジアにおける冷戦体制の比較

考察Jならびに同(1)I安全保織とネオ・ワベラル統合-

NATO之江EU体制と安保=アジアフュージョンの研究」

のー潔をなしている。
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